
Purpose Valuesパーパス＆バリューズ

Purpose

驚きを身近にする力で、
ひとりひとりに今日を超える歓びを。
Through the power to put wonder at hand,
bring new levels of joy to lives one by one.

いかなる時代の変化の中でも、経営理念である「創造 貢献」の力による多様な課題解決を通じて、

社会に貢献し続けるCASIOであるために。

私たちは、私たちが進むべき方向を示す指針として、この度、全世界・全社員参加型でパーパスを策定しました。

パーパス策定のプロセスは、創業から現代に至るまで、私たちの心に宿る信念を探す旅でもありました。

私たちの強みと情熱、そして現代社会からのニーズ。

それらが交差する場所にCASIOの存在意義があると信じ、

1年以上の議論の果てに生まれたのが、私たちのパーパスです。

私たちCASIOは、自らの意思のこもったこのパーパスに基づき、

働くひとりひとりが持てる力を最大化します。

そして、指し示す方向へ全社一体となり、

皆さまひとりひとりに今日を超える歓びを感じていただくべく、

「創造 貢献」の次なる進化へ挑み続けていきます。

Values

人の探求こそ、原点
Imagination with empathy.

独自の発想にこだわる
Creativity through unique thinking.

変革を楽しむ
Change with joy.

力を合わせ、実現する
Collaboration for realization.

いかなる時も社会への貢献心を貫く
Contribution to society as our stance.

パーパスの実現を目指して、

従業員が日々の業務に取り組む際に必要となる価値観、信条をバリューズとして定めました。

CASIO 創業の精神を4 つの「C」に込め、

これからの未来を作る社員ひとりひとりを表す「I」とともに、5 つの要素としました。

パーパスの社内浸透

カシオでは、社内でのパーパス発表以降、各社員、各部門がパーパスと向き合うための取り組みを進めています。
2024年度は特に、パーパスの「深い理解」に重点を置いた活動を開始しています。
この取り組みでは、まずパーパスを起点とした意思決定を行うトップ層の意識改革に注力。具体的には、役員を対
象とした経営層へのワークショップを開催し、その後部門長、そして各部社員へと順を追ってパーパスの本質理解を
深める機会を設けています。
これらの活動を通じて、パーパスを起点に全社一丸となって人や社会への新たな価値創造の礎を築いていきます。

パーパス策定ワークショップの様子
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パーパス・バリューズに基づく社員の意識改革や行動変容
をサポートする目的で、業務改革を促進するデジタル環境の
整備を含めた次世代環境の構築を進めています。
国内には、初台の本社オフィスと羽村技術センターという2

つの主要拠点があり、これまでは初台が営業拠点、羽村がモ
ノづくりや開発の拠点と位置付けられていましたが、今後は
両方ともイノベーション拠点と捉え直します。初台にお客様
やユーザー、共創のためのパートナーが参画しやすい環境
を設け、アイデアや発想を具現化する羽村と連携しながら、
新たな価値を創出していきます。
そのための設備投資と同時に、社内外を問わず、部門や
組織を超えて、自分とは異なる経験をもった人とのコミュニ
ケーションを積極的に進められる環境づくりを進めていま
す。そうした環境のもとで、部門を問わず社員一人ひとりに
新たな気づきが生まれ、既存事業の発展や、新規事業の創
出を加速させていけるものと期待しています。
一方で、米国のシリコンバレーや中国の深圳といった最先
端基地にも触角を伸ばして、グローバル規模でのイノベー
ション創出を加速、新規開発を推進していきます。

2030年までの企業価値最大化に向けて、カシオを収益基
盤強化期から変革・イノベーション創造期へと導いていくた
めには、やはりビジョンを明確にする必要があると考えてい
ます。この1年間の取り組みにより、パーパスやバリューズ、
次世代環境、ポートフォリオ改革など、少しずつパーツが揃っ
てきた感がありますので、その先に確かなビジョンを描いて
いくことが、社長としての私の使命だと認識しています。
私なりに考えるカシオの軸は、一言でいえば「機能価値と感
性価値を融合させた商品づくり」です。お客様が求める実用
面での機能性はデジタル技術の進化により、専用機による提
供から汎用機に移行する傾向があり、お客様にとって選択肢

を増やすことにつながりました。一方で、上質な素材やデザ
インなど感性に働きかけ、感動や共感を呼び起こす感性価値
に対するニーズは少なくありません。コア技術を起点とした機
能面の差別化とともに、利便性の技術だけではなく、使う人の
心に訴える商品づくりこそカシオが強みとしてきた領域です。
ソフトとハードを絡めながら、そうした価値を創出し、社会に提
案していくことで、再び会社を成長軌道に乗せてまいります。
これからのカシオの価値創造に、そして成長ビジョンの実
現に、どうぞご期待ください。
なお、2024年10月に発生しました当社ネットワークへの不
正アクセスによるシステム障害について、お客様、お取引先
様をはじめとする関係者の皆様には多大なるご心配とご迷
惑をおかけしておりますことを、お詫び申し上げます。
本件に関して速やかに対策本部を設置し、社内システムの
復旧、平常業務の早急な再開に鋭意取り組んでおります。
今回の事態を重く受け止め、原因の追究と情報セキュリ

ティ体制の一層の強化、徹底を図り、再発防止に尽くしてま
いります。

し、事業環境の変化が激しく、将来予測が難しい現在では、
柔軟性と適応力がより重要になっています。
事業領域や会社そのものが変わっていく可能性がある中

で、固定的な将来像を想定し、そこに資源を集中すること
は、かえって機会損失のリスクを高めることになりかねま
せん。むしろ、こうした変化に対応できるレジリエンスを高
めていくことが、持続的な成長と価値創造には不可欠だと
考えています。
以上のことから、より適応力の高い指針として、マネジ

メントの起点にパーパスとバリューズを置くことが最適だと
判断し、「パーパス」並びに「バリューズ」を策定するプロジェ
クトを2023年下期に始動させました。1年近く議論を重ねた
末に、2024年6月に社内発表した「驚きを身近にする力で、
ひとりひとりに今日を超える歓びを。」というパーパスは、カ
シオの社会的な存在意義を定義するものです。そもそも、
組織風土の改革を重視したのは、近年、「創造 貢献」の理念
のもと貫いてきた自由闊達な風土が弱まりつつあるという
危機感があったからです。パーパスを拠り所として、もう一

度カシオの理念や、ワクワクするような創造の喜びを浸透さ
せ、社員の心に火をつけたいと考えています。
一方のバリューズは、全社員の行動指針の根底にある価
値観です。「人の探求こそ、原点」「独自の発想にこだわりを」
「変革を楽しむ」「力を合わせ、実現する」といった、日々の業
務に取り組む際の姿勢や行動を律する役割をもっており、
常にそうした意思をもって仕事に向き合えば、自ずとカシオ
の求める「自ら考え行動する人材」になると考えています。
また、サステナビリティ経営の実現という観点から、バリュー
ズのひとつに「いかなる時も社会への貢献心を貫く」という言
葉を盛り込みました。社会から末永く必要とされる企業であり
続けるために、持続可能な社会づくりへの貢献と、新たな価
値創造による企業成長の両立に挑み続けていく所存です。
これらパーパス・バリューズに基づく組織風土の改革と、
後述する次世代環境整備を、中期経営計画の目標達成や
2030年ビジョンの実現に向けた原動力としていくこと、これ
こそが社長としての当面の役割であり、責任だと捉えていま
す。（下図参照）

2023年4月に社長に就任してから、早くも1年が経ちまし
た。改めて当時を振り返ると、創業家以外からの社長就任
はカシオの長い歴史でも初めてのことで、これまで時計事
業を主戦場としてきた私が全社の舵取りという重責を担う
ことに、正直なところ躊躇もありました。しかし、40年以上
にわたり育ててもらった会社に恩返ししたいとの想いから、
全力を尽くそうと決意した次第です。
社長としての1年目を自分なりに総括すると、当社が直面
する状況の厳しさを改めて実感する期間だったと言えるで
しょう。各事業を取り巻く環境や業績推移、今後の見通しな
どをつぶさに把握する中で、近年、カシオの成長力が鈍化
している大きな要因として、2つの構造的な課題を改めて理
解するにいたりました。
ひとつは、デジタル化の急激な進展により、市場の需要構
造に大きな変化が表れていること。例えばEdTech事業にお
いては、教育現場にPCやタブレットの導入が進んだことで、
電子辞書などハードの需要が減少する一方で、アプリなどソ
フトの需要が拡大しています。また、システム事業において
は、キャッシュレス決済などの拡大により現金決済の需要が
減少し、キャッシュレジスターなどの需要が減少しています。
もうひとつの課題は、全社の事業ポートフォリオが分散し
ていること。当社はこれまで半導体の技術進化をベースに、
自由な発想のもとに社会が求める独創的な製品を生み出し
続けてきました。結果として、幅広い事業領域をもつにい
たったものの、事業相互の関係性が乏しく、それぞれの事
業領域で個別に競合と戦っているのが現状です。市場や取
引先も異なるため、販売や調達における事業活動で事業間
シナジーの効果が低く、競争力を得るために必要な投資が
各事業に分散してしまうことが、全社的な資本効率を高める
ことを困難にしています。
社長就任からの1年間を通して、私はこれら課題への理
解・認識を深めるとともに、どうすれば解決できるのか、カ
シオを再び成長軌道に乗せるために何をすべきか、を考え
続けてきました。並行して、株主・投資家をはじめとしたス

テークホルダーの皆様との対話を積み重ね、カシオに対す
る期待と激励の言葉をいただく中で、「我々は株式市場を
通じて、投資家から資金を預かり、その資金を各事業品目
に配分投資し、その成果をもって企業価値を高めていく」と
いう社会的使命の大きさを改めて実感しました。
いずれも今さらながらのことではありますが、こうした発

見や気づきをもとに、2023年度の中盤から、就任当初の目
標・方針を軌道修正し始めています。就任当初は、どちらか
と言えば時計事業を中心に新たな価値軸を創出することを
イメージしていましたが、もう一度、基盤づくりからしっかり
やり直さないといけないことをひしひしと感じており、そこ
に焦点を絞った施策を迅速かつ丁寧に立案・推進しようと
取り組んでいるところです。

社長就任1年目の取り組みの中でも、トップマネジメント
として注力した施策のひとつが「企業価値の向上」です。
「2030年度までに各事業品目に新たな価値軸となるブラン
ドを確立し、企業価値を最大化する」との重点戦略を掲げる
とともに、その達成に向けて「3ヶ年中期経営計画」を策定。
最終年度となる2026年3月期に、売上高3,100億円、営業利
益360億円、利益率11.6％とすることを目標に掲げました。
しばらくはコロナ禍や地政学的リスクの高まりなどを背
景とした世界的な景気減速の影響が残るとの想定から、計
画の前半を「収益基盤強化期」と位置付けました。収益改善
と経営基盤強化策の実行、事業成長への戦略投資などを
通じて、収益力の回復と事業構造の立て直しに全力で取り
組むことで、後半の「変革・イノベーション創造期」へとス
ムーズに移行するとの構想を描いていました（P.28参照）。
残念ながら、計画初年度となる2023年度の業績は、売上
高は2,688億円で前年同期比2％増となるものの、営業利益
は142億円で同22％の減益、利益率は5.3％と、いずれも目
標を下回る結果に終わりました。その要因としては、1）中国
の経済不況による時計事業の伸び悩み、2）教育のICT化によ
る電子辞書の需要減少、3）巣ごもり需要の反動による電子楽

ものとするには、事業の選択と集中による事業ポートフォ
リオの見直しが必要不可欠です。こうした考えのもと、現
在のカシオの成長力を確認し、今後の方向性を定めるた
めに、「事業の成長性」と「自社の収益性」の両軸から、各
事業を「成長事業」「成長候補事業」「成熟事業」「課題事
業」の4領域に整理・分析しました（右図参照）。
その結果、現状では成長事業領域に入る要素がなく、
いかに成長候補事業や成熟事業から移行させるか、ある
いは新たに創出・育成するかが喫緊の課題であることを
再認識しました。
成熟事業領域にあるのが時計事業、並びに教育関数事
業（EdTech）です。時計事業については、市場全体が成
熟しているとの認識もありますが、G-SHOCKが欧州で売
上を伸ばしているように、まだまだ成長余地のある地域や
ブランドがあり、新しいデザインカテゴリの創出やエリア
特性に応じたローカルマーケティング手法などにより成長
事業への移行を目指す考えです。教育関数事業について
は、ICT化の進展により需要が縮小しているものの、新興
国を中心に海外市場では成長の余地があります。カシオ
が磨いてきた使い勝手の良さを武器に、各国の政府に働
きかける形で市場を拡大していきます。
また、成長候補事業領域にあるのが、教育アプリ事業

（EdTech）と、システム事業のうち人事ソリューションや経
営支援ソリューション、メディカルなどの分野です。これら
事業については、成長領域ゆえに競争環境も厳しくなると
の認識のもと、自社の経営資源だけでなく、成長を加速す
るM&Aなど戦略投資も積極的に進め、市場におけるポジ
ションの早期確立を図っていきます。
一方で、抜本的な見直しが必要なのが課題事業領域で
す。システム事業のうちハンディターミナルやレジスター
については、中長期的な視点で事業成長が困難であると
の判断から、既存のお客様への供給やサポートは責任を
もって継続しつつ、新規開発および新規顧客への販売活
動を終了する方針です。電子辞書事業（EdTech）につい
ては、早期に事業の方向性を見極め、収益性を改善して
いきます。
サウンド事業については、収益性の低さから課題事業

器市場の回復の遅れ、などが挙げられます。いずれも市場環
境に対する見立てが甘かったと深く反省しているところです。
こうした現状を踏まえ、2024年5月には中期経営計画の
見直しを発表しました。最終年度となる2026年3月期の計
画については、売上高2,900億円、営業利益260億円、利益
率9％に修正していますが、特にこだわりたいのが「収益力
の強化」です。生成AIの急速な進化・普及に象徴されるよう
に、ビジネスの主体がハードからソフトにシフトしつつある
中で、利益率を高めることを重視しているためです。
今期の計画はいったんしゃがみ込む形になりますが、不
採算事業への対応や構造改革など収益体質改善に向けた
抜本的な施策を行います。まずは筋肉質な体質に変えてい
くことで、来期以降の成長軌道につなげ、１年でも早く変革・
イノベーション創造期へと導いていきます。

中期経営計画の修正を余儀なくされた背景には、先述し
たような市場環境の悪化に加えて、冒頭で述べた構造的な
課題があると考えています。
それら課題を踏まえた上で、将来の持続的成長を確かな

に位置付けているものの、数百億円規模の売上がある事
業ですので、差別化できる中高価格帯の製品ラインを強
化するなど、収益性の高い製品・エリアに資源を集中する
ことで、収益構造の立て直しに取り組んでいきます。加え
て、現状の子供などへの教育市場に加え、経験者を中心
にターゲット層を拡大し、ライフスタイルピアノとしての価
値を訴求することで市場を創出していく考えです。
これら各事業における施策と並行して、事業規模と固定
費のバランスが悪化している現状を鑑み、人員構造の適
正化にも取り組んでいます。現在、グループ全体で500人
規模の固定費削減を進めており、2026年3月期以降に50
億円の削減効果を見込んでいます。
人的資本経営の強化とマトリクス経営の深化による事
業間連携強化にも積極的に取り組んでいきます。

「企業価値の向上」と並んで、トップマネジメントとして注
力したもうひとつの施策が「組織風土の改革」です。
昨年度の報告書でも述べたように、2023年4月の社長就
任時に「目指すマネジメント」「求める社員像」「向き合う姿
勢・態度」からなる「3つの行動指針」を発表。「社員全員が
自ら考え行動する風土の醸成」というメッセージを掲げ、諸々
の施策を進めてきました。
「目指すマネジメント」の第一に「ビジョンを社員と共有」を
掲げましたが、より効果的なアプローチを模索しました。従
来のビジョンは会社としての「ありたい姿」の宣言であり、特
定の事業領域や経営指標を具体的に示すものでした。しか

環境変化の厳しさと市場に対する責任感を意識しながら、

「企業価値の向上」と「組織風土の改革」を両軸に、

カシオを新たな成長軌道に導いていきます。

CEOメッセージ

カシオが直面する構造的な課題や、
市場に対する責任を改めて理解した1年

企業価値の最大化に向けて、
まずは収益力の強化に全力を注ぐ

代表取締役 社長 CEO

増田 裕一
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Data Section「経営基盤」の強化「経営資本」の増強事業を通じた価値創造CASIOの価値創造Introduction



パーパス・バリューズに基づく社員の意識改革や行動変容
をサポートする目的で、業務改革を促進するデジタル環境の
整備を含めた次世代環境の構築を進めています。
国内には、初台の本社オフィスと羽村技術センターという2

つの主要拠点があり、これまでは初台が営業拠点、羽村がモ
ノづくりや開発の拠点と位置付けられていましたが、今後は
両方ともイノベーション拠点と捉え直します。初台にお客様
やユーザー、共創のためのパートナーが参画しやすい環境
を設け、アイデアや発想を具現化する羽村と連携しながら、
新たな価値を創出していきます。
そのための設備投資と同時に、社内外を問わず、部門や
組織を超えて、自分とは異なる経験をもった人とのコミュニ
ケーションを積極的に進められる環境づくりを進めていま
す。そうした環境のもとで、部門を問わず社員一人ひとりに
新たな気づきが生まれ、既存事業の発展や、新規事業の創
出を加速させていけるものと期待しています。
一方で、米国のシリコンバレーや中国の深圳といった最先
端基地にも触角を伸ばして、グローバル規模でのイノベー
ション創出を加速、新規開発を推進していきます。

2030年までの企業価値最大化に向けて、カシオを収益基
盤強化期から変革・イノベーション創造期へと導いていくた
めには、やはりビジョンを明確にする必要があると考えてい
ます。この1年間の取り組みにより、パーパスやバリューズ、
次世代環境、ポートフォリオ改革など、少しずつパーツが揃っ
てきた感がありますので、その先に確かなビジョンを描いて
いくことが、社長としての私の使命だと認識しています。
私なりに考えるカシオの軸は、一言でいえば「機能価値と感
性価値を融合させた商品づくり」です。お客様が求める実用
面での機能性はデジタル技術の進化により、専用機による提
供から汎用機に移行する傾向があり、お客様にとって選択肢

を増やすことにつながりました。一方で、上質な素材やデザ
インなど感性に働きかけ、感動や共感を呼び起こす感性価値
に対するニーズは少なくありません。コア技術を起点とした機
能面の差別化とともに、利便性の技術だけではなく、使う人の
心に訴える商品づくりこそカシオが強みとしてきた領域です。
ソフトとハードを絡めながら、そうした価値を創出し、社会に提
案していくことで、再び会社を成長軌道に乗せてまいります。
これからのカシオの価値創造に、そして成長ビジョンの実
現に、どうぞご期待ください。
なお、2024年10月に発生しました当社ネットワークへの不
正アクセスによるシステム障害について、お客様、お取引先
様をはじめとする関係者の皆様には多大なるご心配とご迷
惑をおかけしておりますことを、お詫び申し上げます。
本件に関して速やかに対策本部を設置し、社内システムの
復旧、平常業務の早急な再開に鋭意取り組んでおります。
今回の事態を重く受け止め、原因の追究と情報セキュリ

ティ体制の一層の強化、徹底を図り、再発防止に尽くしてま
いります。

し、事業環境の変化が激しく、将来予測が難しい現在では、
柔軟性と適応力がより重要になっています。
事業領域や会社そのものが変わっていく可能性がある中

で、固定的な将来像を想定し、そこに資源を集中すること
は、かえって機会損失のリスクを高めることになりかねま
せん。むしろ、こうした変化に対応できるレジリエンスを高
めていくことが、持続的な成長と価値創造には不可欠だと
考えています。
以上のことから、より適応力の高い指針として、マネジ

メントの起点にパーパスとバリューズを置くことが最適だと
判断し、「パーパス」並びに「バリューズ」を策定するプロジェ
クトを2023年下期に始動させました。1年近く議論を重ねた
末に、2024年6月に社内発表した「驚きを身近にする力で、
ひとりひとりに今日を超える歓びを。」というパーパスは、カ
シオの社会的な存在意義を定義するものです。そもそも、
組織風土の改革を重視したのは、近年、「創造 貢献」の理念
のもと貫いてきた自由闊達な風土が弱まりつつあるという
危機感があったからです。パーパスを拠り所として、もう一

度カシオの理念や、ワクワクするような創造の喜びを浸透さ
せ、社員の心に火をつけたいと考えています。
一方のバリューズは、全社員の行動指針の根底にある価
値観です。「人の探求こそ、原点」「独自の発想にこだわりを」
「変革を楽しむ」「力を合わせ、実現する」といった、日々の業
務に取り組む際の姿勢や行動を律する役割をもっており、
常にそうした意思をもって仕事に向き合えば、自ずとカシオ
の求める「自ら考え行動する人材」になると考えています。
また、サステナビリティ経営の実現という観点から、バリュー
ズのひとつに「いかなる時も社会への貢献心を貫く」という言
葉を盛り込みました。社会から末永く必要とされる企業であり
続けるために、持続可能な社会づくりへの貢献と、新たな価
値創造による企業成長の両立に挑み続けていく所存です。
これらパーパス・バリューズに基づく組織風土の改革と、
後述する次世代環境整備を、中期経営計画の目標達成や
2030年ビジョンの実現に向けた原動力としていくこと、これ
こそが社長としての当面の役割であり、責任だと捉えていま
す。（下図参照）

2023年4月に社長に就任してから、早くも1年が経ちまし
た。改めて当時を振り返ると、創業家以外からの社長就任
はカシオの長い歴史でも初めてのことで、これまで時計事
業を主戦場としてきた私が全社の舵取りという重責を担う
ことに、正直なところ躊躇もありました。しかし、40年以上
にわたり育ててもらった会社に恩返ししたいとの想いから、
全力を尽くそうと決意した次第です。
社長としての1年目を自分なりに総括すると、当社が直面
する状況の厳しさを改めて実感する期間だったと言えるで
しょう。各事業を取り巻く環境や業績推移、今後の見通しな
どをつぶさに把握する中で、近年、カシオの成長力が鈍化
している大きな要因として、2つの構造的な課題を改めて理
解するにいたりました。
ひとつは、デジタル化の急激な進展により、市場の需要構
造に大きな変化が表れていること。例えばEdTech事業にお
いては、教育現場にPCやタブレットの導入が進んだことで、
電子辞書などハードの需要が減少する一方で、アプリなどソ
フトの需要が拡大しています。また、システム事業において
は、キャッシュレス決済などの拡大により現金決済の需要が
減少し、キャッシュレジスターなどの需要が減少しています。
もうひとつの課題は、全社の事業ポートフォリオが分散し
ていること。当社はこれまで半導体の技術進化をベースに、
自由な発想のもとに社会が求める独創的な製品を生み出し
続けてきました。結果として、幅広い事業領域をもつにい
たったものの、事業相互の関係性が乏しく、それぞれの事
業領域で個別に競合と戦っているのが現状です。市場や取
引先も異なるため、販売や調達における事業活動で事業間
シナジーの効果が低く、競争力を得るために必要な投資が
各事業に分散してしまうことが、全社的な資本効率を高める
ことを困難にしています。
社長就任からの1年間を通して、私はこれら課題への理
解・認識を深めるとともに、どうすれば解決できるのか、カ
シオを再び成長軌道に乗せるために何をすべきか、を考え
続けてきました。並行して、株主・投資家をはじめとしたス

テークホルダーの皆様との対話を積み重ね、カシオに対す
る期待と激励の言葉をいただく中で、「我々は株式市場を
通じて、投資家から資金を預かり、その資金を各事業品目
に配分投資し、その成果をもって企業価値を高めていく」と
いう社会的使命の大きさを改めて実感しました。
いずれも今さらながらのことではありますが、こうした発

見や気づきをもとに、2023年度の中盤から、就任当初の目
標・方針を軌道修正し始めています。就任当初は、どちらか
と言えば時計事業を中心に新たな価値軸を創出することを
イメージしていましたが、もう一度、基盤づくりからしっかり
やり直さないといけないことをひしひしと感じており、そこ
に焦点を絞った施策を迅速かつ丁寧に立案・推進しようと
取り組んでいるところです。

社長就任1年目の取り組みの中でも、トップマネジメント
として注力した施策のひとつが「企業価値の向上」です。
「2030年度までに各事業品目に新たな価値軸となるブラン
ドを確立し、企業価値を最大化する」との重点戦略を掲げる
とともに、その達成に向けて「3ヶ年中期経営計画」を策定。
最終年度となる2026年3月期に、売上高3,100億円、営業利
益360億円、利益率11.6％とすることを目標に掲げました。
しばらくはコロナ禍や地政学的リスクの高まりなどを背
景とした世界的な景気減速の影響が残るとの想定から、計
画の前半を「収益基盤強化期」と位置付けました。収益改善
と経営基盤強化策の実行、事業成長への戦略投資などを
通じて、収益力の回復と事業構造の立て直しに全力で取り
組むことで、後半の「変革・イノベーション創造期」へとス
ムーズに移行するとの構想を描いていました（P.28参照）。
残念ながら、計画初年度となる2023年度の業績は、売上
高は2,688億円で前年同期比2％増となるものの、営業利益
は142億円で同22％の減益、利益率は5.3％と、いずれも目
標を下回る結果に終わりました。その要因としては、1）中国
の経済不況による時計事業の伸び悩み、2）教育のICT化によ
る電子辞書の需要減少、3）巣ごもり需要の反動による電子楽

ものとするには、事業の選択と集中による事業ポートフォ
リオの見直しが必要不可欠です。こうした考えのもと、現
在のカシオの成長力を確認し、今後の方向性を定めるた
めに、「事業の成長性」と「自社の収益性」の両軸から、各
事業を「成長事業」「成長候補事業」「成熟事業」「課題事
業」の4領域に整理・分析しました（右図参照）。
その結果、現状では成長事業領域に入る要素がなく、
いかに成長候補事業や成熟事業から移行させるか、ある
いは新たに創出・育成するかが喫緊の課題であることを
再認識しました。
成熟事業領域にあるのが時計事業、並びに教育関数事
業（EdTech）です。時計事業については、市場全体が成
熟しているとの認識もありますが、G-SHOCKが欧州で売
上を伸ばしているように、まだまだ成長余地のある地域や
ブランドがあり、新しいデザインカテゴリの創出やエリア
特性に応じたローカルマーケティング手法などにより成長
事業への移行を目指す考えです。教育関数事業について
は、ICT化の進展により需要が縮小しているものの、新興
国を中心に海外市場では成長の余地があります。カシオ
が磨いてきた使い勝手の良さを武器に、各国の政府に働
きかける形で市場を拡大していきます。
また、成長候補事業領域にあるのが、教育アプリ事業

（EdTech）と、システム事業のうち人事ソリューションや経
営支援ソリューション、メディカルなどの分野です。これら
事業については、成長領域ゆえに競争環境も厳しくなると
の認識のもと、自社の経営資源だけでなく、成長を加速す
るM&Aなど戦略投資も積極的に進め、市場におけるポジ
ションの早期確立を図っていきます。
一方で、抜本的な見直しが必要なのが課題事業領域で
す。システム事業のうちハンディターミナルやレジスター
については、中長期的な視点で事業成長が困難であると
の判断から、既存のお客様への供給やサポートは責任を
もって継続しつつ、新規開発および新規顧客への販売活
動を終了する方針です。電子辞書事業（EdTech）につい
ては、早期に事業の方向性を見極め、収益性を改善して
いきます。
サウンド事業については、収益性の低さから課題事業

器市場の回復の遅れ、などが挙げられます。いずれも市場環
境に対する見立てが甘かったと深く反省しているところです。
こうした現状を踏まえ、2024年5月には中期経営計画の
見直しを発表しました。最終年度となる2026年3月期の計
画については、売上高2,900億円、営業利益260億円、利益
率9％に修正していますが、特にこだわりたいのが「収益力
の強化」です。生成AIの急速な進化・普及に象徴されるよう
に、ビジネスの主体がハードからソフトにシフトしつつある
中で、利益率を高めることを重視しているためです。
今期の計画はいったんしゃがみ込む形になりますが、不
採算事業への対応や構造改革など収益体質改善に向けた
抜本的な施策を行います。まずは筋肉質な体質に変えてい
くことで、来期以降の成長軌道につなげ、１年でも早く変革・
イノベーション創造期へと導いていきます。

中期経営計画の修正を余儀なくされた背景には、先述し
たような市場環境の悪化に加えて、冒頭で述べた構造的な
課題があると考えています。
それら課題を踏まえた上で、将来の持続的成長を確かな

に位置付けているものの、数百億円規模の売上がある事
業ですので、差別化できる中高価格帯の製品ラインを強
化するなど、収益性の高い製品・エリアに資源を集中する
ことで、収益構造の立て直しに取り組んでいきます。加え
て、現状の子供などへの教育市場に加え、経験者を中心
にターゲット層を拡大し、ライフスタイルピアノとしての価
値を訴求することで市場を創出していく考えです。
これら各事業における施策と並行して、事業規模と固定
費のバランスが悪化している現状を鑑み、人員構造の適
正化にも取り組んでいます。現在、グループ全体で500人
規模の固定費削減を進めており、2026年3月期以降に50
億円の削減効果を見込んでいます。
人的資本経営の強化とマトリクス経営の深化による事
業間連携強化にも積極的に取り組んでいきます。

「企業価値の向上」と並んで、トップマネジメントとして注
力したもうひとつの施策が「組織風土の改革」です。
昨年度の報告書でも述べたように、2023年4月の社長就
任時に「目指すマネジメント」「求める社員像」「向き合う姿
勢・態度」からなる「3つの行動指針」を発表。「社員全員が
自ら考え行動する風土の醸成」というメッセージを掲げ、諸々
の施策を進めてきました。
「目指すマネジメント」の第一に「ビジョンを社員と共有」を
掲げましたが、より効果的なアプローチを模索しました。従
来のビジョンは会社としての「ありたい姿」の宣言であり、特
定の事業領域や経営指標を具体的に示すものでした。しか
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Data Section「経営基盤」の強化「経営資本」の増強事業を通じた価値創造CASIOの価値創造Introduction



パーパス・バリューズに基づく社員の意識改革や行動変容
をサポートする目的で、業務改革を促進するデジタル環境の
整備を含めた次世代環境の構築を進めています。
国内には、初台の本社オフィスと羽村技術センターという2

つの主要拠点があり、これまでは初台が営業拠点、羽村がモ
ノづくりや開発の拠点と位置付けられていましたが、今後は
両方ともイノベーション拠点と捉え直します。初台にお客様
やユーザー、共創のためのパートナーが参画しやすい環境
を設け、アイデアや発想を具現化する羽村と連携しながら、
新たな価値を創出していきます。
そのための設備投資と同時に、社内外を問わず、部門や
組織を超えて、自分とは異なる経験をもった人とのコミュニ
ケーションを積極的に進められる環境づくりを進めていま
す。そうした環境のもとで、部門を問わず社員一人ひとりに
新たな気づきが生まれ、既存事業の発展や、新規事業の創
出を加速させていけるものと期待しています。
一方で、米国のシリコンバレーや中国の深圳といった最先
端基地にも触角を伸ばして、グローバル規模でのイノベー
ション創出を加速、新規開発を推進していきます。

2030年までの企業価値最大化に向けて、カシオを収益基
盤強化期から変革・イノベーション創造期へと導いていくた
めには、やはりビジョンを明確にする必要があると考えてい
ます。この1年間の取り組みにより、パーパスやバリューズ、
次世代環境、ポートフォリオ改革など、少しずつパーツが揃っ
てきた感がありますので、その先に確かなビジョンを描いて
いくことが、社長としての私の使命だと認識しています。
私なりに考えるカシオの軸は、一言でいえば「機能価値と感
性価値を融合させた商品づくり」です。お客様が求める実用
面での機能性はデジタル技術の進化により、専用機による提
供から汎用機に移行する傾向があり、お客様にとって選択肢

を増やすことにつながりました。一方で、上質な素材やデザ
インなど感性に働きかけ、感動や共感を呼び起こす感性価値
に対するニーズは少なくありません。コア技術を起点とした機
能面の差別化とともに、利便性の技術だけではなく、使う人の
心に訴える商品づくりこそカシオが強みとしてきた領域です。
ソフトとハードを絡めながら、そうした価値を創出し、社会に提
案していくことで、再び会社を成長軌道に乗せてまいります。
これからのカシオの価値創造に、そして成長ビジョンの実
現に、どうぞご期待ください。
なお、2024年10月に発生しました当社ネットワークへの不
正アクセスによるシステム障害について、お客様、お取引先
様をはじめとする関係者の皆様には多大なるご心配とご迷
惑をおかけしておりますことを、お詫び申し上げます。
本件に関して速やかに対策本部を設置し、社内システムの
復旧、平常業務の早急な再開に鋭意取り組んでおります。
今回の事態を重く受け止め、原因の追究と情報セキュリ

ティ体制の一層の強化、徹底を図り、再発防止に尽くしてま
いります。

し、事業環境の変化が激しく、将来予測が難しい現在では、
柔軟性と適応力がより重要になっています。
事業領域や会社そのものが変わっていく可能性がある中

で、固定的な将来像を想定し、そこに資源を集中すること
は、かえって機会損失のリスクを高めることになりかねま
せん。むしろ、こうした変化に対応できるレジリエンスを高
めていくことが、持続的な成長と価値創造には不可欠だと
考えています。
以上のことから、より適応力の高い指針として、マネジ

メントの起点にパーパスとバリューズを置くことが最適だと
判断し、「パーパス」並びに「バリューズ」を策定するプロジェ
クトを2023年下期に始動させました。1年近く議論を重ねた
末に、2024年6月に社内発表した「驚きを身近にする力で、
ひとりひとりに今日を超える歓びを。」というパーパスは、カ
シオの社会的な存在意義を定義するものです。そもそも、
組織風土の改革を重視したのは、近年、「創造 貢献」の理念
のもと貫いてきた自由闊達な風土が弱まりつつあるという
危機感があったからです。パーパスを拠り所として、もう一

度カシオの理念や、ワクワクするような創造の喜びを浸透さ
せ、社員の心に火をつけたいと考えています。
一方のバリューズは、全社員の行動指針の根底にある価
値観です。「人の探求こそ、原点」「独自の発想にこだわりを」
「変革を楽しむ」「力を合わせ、実現する」といった、日々の業
務に取り組む際の姿勢や行動を律する役割をもっており、
常にそうした意思をもって仕事に向き合えば、自ずとカシオ
の求める「自ら考え行動する人材」になると考えています。
また、サステナビリティ経営の実現という観点から、バリュー
ズのひとつに「いかなる時も社会への貢献心を貫く」という言
葉を盛り込みました。社会から末永く必要とされる企業であり
続けるために、持続可能な社会づくりへの貢献と、新たな価
値創造による企業成長の両立に挑み続けていく所存です。
これらパーパス・バリューズに基づく組織風土の改革と、
後述する次世代環境整備を、中期経営計画の目標達成や
2030年ビジョンの実現に向けた原動力としていくこと、これ
こそが社長としての当面の役割であり、責任だと捉えていま
す。（下図参照）

2023年4月に社長に就任してから、早くも1年が経ちまし
た。改めて当時を振り返ると、創業家以外からの社長就任
はカシオの長い歴史でも初めてのことで、これまで時計事
業を主戦場としてきた私が全社の舵取りという重責を担う
ことに、正直なところ躊躇もありました。しかし、40年以上
にわたり育ててもらった会社に恩返ししたいとの想いから、
全力を尽くそうと決意した次第です。
社長としての1年目を自分なりに総括すると、当社が直面
する状況の厳しさを改めて実感する期間だったと言えるで
しょう。各事業を取り巻く環境や業績推移、今後の見通しな
どをつぶさに把握する中で、近年、カシオの成長力が鈍化
している大きな要因として、2つの構造的な課題を改めて理
解するにいたりました。
ひとつは、デジタル化の急激な進展により、市場の需要構
造に大きな変化が表れていること。例えばEdTech事業にお
いては、教育現場にPCやタブレットの導入が進んだことで、
電子辞書などハードの需要が減少する一方で、アプリなどソ
フトの需要が拡大しています。また、システム事業において
は、キャッシュレス決済などの拡大により現金決済の需要が
減少し、キャッシュレジスターなどの需要が減少しています。
もうひとつの課題は、全社の事業ポートフォリオが分散し
ていること。当社はこれまで半導体の技術進化をベースに、
自由な発想のもとに社会が求める独創的な製品を生み出し
続けてきました。結果として、幅広い事業領域をもつにい
たったものの、事業相互の関係性が乏しく、それぞれの事
業領域で個別に競合と戦っているのが現状です。市場や取
引先も異なるため、販売や調達における事業活動で事業間
シナジーの効果が低く、競争力を得るために必要な投資が
各事業に分散してしまうことが、全社的な資本効率を高める
ことを困難にしています。
社長就任からの1年間を通して、私はこれら課題への理
解・認識を深めるとともに、どうすれば解決できるのか、カ
シオを再び成長軌道に乗せるために何をすべきか、を考え
続けてきました。並行して、株主・投資家をはじめとしたス

テークホルダーの皆様との対話を積み重ね、カシオに対す
る期待と激励の言葉をいただく中で、「我々は株式市場を
通じて、投資家から資金を預かり、その資金を各事業品目
に配分投資し、その成果をもって企業価値を高めていく」と
いう社会的使命の大きさを改めて実感しました。
いずれも今さらながらのことではありますが、こうした発

見や気づきをもとに、2023年度の中盤から、就任当初の目
標・方針を軌道修正し始めています。就任当初は、どちらか
と言えば時計事業を中心に新たな価値軸を創出することを
イメージしていましたが、もう一度、基盤づくりからしっかり
やり直さないといけないことをひしひしと感じており、そこ
に焦点を絞った施策を迅速かつ丁寧に立案・推進しようと
取り組んでいるところです。

社長就任1年目の取り組みの中でも、トップマネジメント
として注力した施策のひとつが「企業価値の向上」です。
「2030年度までに各事業品目に新たな価値軸となるブラン
ドを確立し、企業価値を最大化する」との重点戦略を掲げる
とともに、その達成に向けて「3ヶ年中期経営計画」を策定。
最終年度となる2026年3月期に、売上高3,100億円、営業利
益360億円、利益率11.6％とすることを目標に掲げました。
しばらくはコロナ禍や地政学的リスクの高まりなどを背
景とした世界的な景気減速の影響が残るとの想定から、計
画の前半を「収益基盤強化期」と位置付けました。収益改善
と経営基盤強化策の実行、事業成長への戦略投資などを
通じて、収益力の回復と事業構造の立て直しに全力で取り
組むことで、後半の「変革・イノベーション創造期」へとス
ムーズに移行するとの構想を描いていました（P.28参照）。
残念ながら、計画初年度となる2023年度の業績は、売上
高は2,688億円で前年同期比2％増となるものの、営業利益
は142億円で同22％の減益、利益率は5.3％と、いずれも目
標を下回る結果に終わりました。その要因としては、1）中国
の経済不況による時計事業の伸び悩み、2）教育のICT化によ
る電子辞書の需要減少、3）巣ごもり需要の反動による電子楽

ものとするには、事業の選択と集中による事業ポートフォ
リオの見直しが必要不可欠です。こうした考えのもと、現
在のカシオの成長力を確認し、今後の方向性を定めるた
めに、「事業の成長性」と「自社の収益性」の両軸から、各
事業を「成長事業」「成長候補事業」「成熟事業」「課題事
業」の4領域に整理・分析しました（右図参照）。
その結果、現状では成長事業領域に入る要素がなく、
いかに成長候補事業や成熟事業から移行させるか、ある
いは新たに創出・育成するかが喫緊の課題であることを
再認識しました。
成熟事業領域にあるのが時計事業、並びに教育関数事
業（EdTech）です。時計事業については、市場全体が成
熟しているとの認識もありますが、G-SHOCKが欧州で売
上を伸ばしているように、まだまだ成長余地のある地域や
ブランドがあり、新しいデザインカテゴリの創出やエリア
特性に応じたローカルマーケティング手法などにより成長
事業への移行を目指す考えです。教育関数事業について
は、ICT化の進展により需要が縮小しているものの、新興
国を中心に海外市場では成長の余地があります。カシオ
が磨いてきた使い勝手の良さを武器に、各国の政府に働
きかける形で市場を拡大していきます。
また、成長候補事業領域にあるのが、教育アプリ事業

（EdTech）と、システム事業のうち人事ソリューションや経
営支援ソリューション、メディカルなどの分野です。これら
事業については、成長領域ゆえに競争環境も厳しくなると
の認識のもと、自社の経営資源だけでなく、成長を加速す
るM&Aなど戦略投資も積極的に進め、市場におけるポジ
ションの早期確立を図っていきます。
一方で、抜本的な見直しが必要なのが課題事業領域で
す。システム事業のうちハンディターミナルやレジスター
については、中長期的な視点で事業成長が困難であると
の判断から、既存のお客様への供給やサポートは責任を
もって継続しつつ、新規開発および新規顧客への販売活
動を終了する方針です。電子辞書事業（EdTech）につい
ては、早期に事業の方向性を見極め、収益性を改善して
いきます。
サウンド事業については、収益性の低さから課題事業

器市場の回復の遅れ、などが挙げられます。いずれも市場環
境に対する見立てが甘かったと深く反省しているところです。
こうした現状を踏まえ、2024年5月には中期経営計画の
見直しを発表しました。最終年度となる2026年3月期の計
画については、売上高2,900億円、営業利益260億円、利益
率9％に修正していますが、特にこだわりたいのが「収益力
の強化」です。生成AIの急速な進化・普及に象徴されるよう
に、ビジネスの主体がハードからソフトにシフトしつつある
中で、利益率を高めることを重視しているためです。
今期の計画はいったんしゃがみ込む形になりますが、不
採算事業への対応や構造改革など収益体質改善に向けた
抜本的な施策を行います。まずは筋肉質な体質に変えてい
くことで、来期以降の成長軌道につなげ、１年でも早く変革・
イノベーション創造期へと導いていきます。

中期経営計画の修正を余儀なくされた背景には、先述し
たような市場環境の悪化に加えて、冒頭で述べた構造的な
課題があると考えています。
それら課題を踏まえた上で、将来の持続的成長を確かな

に位置付けているものの、数百億円規模の売上がある事
業ですので、差別化できる中高価格帯の製品ラインを強
化するなど、収益性の高い製品・エリアに資源を集中する
ことで、収益構造の立て直しに取り組んでいきます。加え
て、現状の子供などへの教育市場に加え、経験者を中心
にターゲット層を拡大し、ライフスタイルピアノとしての価
値を訴求することで市場を創出していく考えです。
これら各事業における施策と並行して、事業規模と固定
費のバランスが悪化している現状を鑑み、人員構造の適
正化にも取り組んでいます。現在、グループ全体で500人
規模の固定費削減を進めており、2026年3月期以降に50
億円の削減効果を見込んでいます。
人的資本経営の強化とマトリクス経営の深化による事
業間連携強化にも積極的に取り組んでいきます。

「企業価値の向上」と並んで、トップマネジメントとして注
力したもうひとつの施策が「組織風土の改革」です。
昨年度の報告書でも述べたように、2023年4月の社長就
任時に「目指すマネジメント」「求める社員像」「向き合う姿
勢・態度」からなる「3つの行動指針」を発表。「社員全員が
自ら考え行動する風土の醸成」というメッセージを掲げ、諸々
の施策を進めてきました。
「目指すマネジメント」の第一に「ビジョンを社員と共有」を
掲げましたが、より効果的なアプローチを模索しました。従
来のビジョンは会社としての「ありたい姿」の宣言であり、特
定の事業領域や経営指標を具体的に示すものでした。しか
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適切な投資（M&A含む）を通じて
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パーパス・バリューズに基づく社員の意識改革や行動変容
をサポートする目的で、業務改革を促進するデジタル環境の
整備を含めた次世代環境の構築を進めています。
国内には、初台の本社オフィスと羽村技術センターという2

つの主要拠点があり、これまでは初台が営業拠点、羽村がモ
ノづくりや開発の拠点と位置付けられていましたが、今後は
両方ともイノベーション拠点と捉え直します。初台にお客様
やユーザー、共創のためのパートナーが参画しやすい環境
を設け、アイデアや発想を具現化する羽村と連携しながら、
新たな価値を創出していきます。
そのための設備投資と同時に、社内外を問わず、部門や
組織を超えて、自分とは異なる経験をもった人とのコミュニ
ケーションを積極的に進められる環境づくりを進めていま
す。そうした環境のもとで、部門を問わず社員一人ひとりに
新たな気づきが生まれ、既存事業の発展や、新規事業の創
出を加速させていけるものと期待しています。
一方で、米国のシリコンバレーや中国の深圳といった最先
端基地にも触角を伸ばして、グローバル規模でのイノベー
ション創出を加速、新規開発を推進していきます。

2030年までの企業価値最大化に向けて、カシオを収益基
盤強化期から変革・イノベーション創造期へと導いていくた
めには、やはりビジョンを明確にする必要があると考えてい
ます。この1年間の取り組みにより、パーパスやバリューズ、
次世代環境、ポートフォリオ改革など、少しずつパーツが揃っ
てきた感がありますので、その先に確かなビジョンを描いて
いくことが、社長としての私の使命だと認識しています。
私なりに考えるカシオの軸は、一言でいえば「機能価値と感
性価値を融合させた商品づくり」です。お客様が求める実用
面での機能性はデジタル技術の進化により、専用機による提
供から汎用機に移行する傾向があり、お客様にとって選択肢

を増やすことにつながりました。一方で、上質な素材やデザ
インなど感性に働きかけ、感動や共感を呼び起こす感性価値
に対するニーズは少なくありません。コア技術を起点とした機
能面の差別化とともに、利便性の技術だけではなく、使う人の
心に訴える商品づくりこそカシオが強みとしてきた領域です。
ソフトとハードを絡めながら、そうした価値を創出し、社会に提
案していくことで、再び会社を成長軌道に乗せてまいります。
これからのカシオの価値創造に、そして成長ビジョンの実
現に、どうぞご期待ください。
なお、2024年10月に発生しました当社ネットワークへの不
正アクセスによるシステム障害について、お客様、お取引先
様をはじめとする関係者の皆様には多大なるご心配とご迷
惑をおかけしておりますことを、お詫び申し上げます。
本件に関して速やかに対策本部を設置し、社内システムの
復旧、平常業務の早急な再開に鋭意取り組んでおります。
今回の事態を重く受け止め、原因の追究と情報セキュリ

ティ体制の一層の強化、徹底を図り、再発防止に尽くしてま
いります。

し、事業環境の変化が激しく、将来予測が難しい現在では、
柔軟性と適応力がより重要になっています。
事業領域や会社そのものが変わっていく可能性がある中

で、固定的な将来像を想定し、そこに資源を集中すること
は、かえって機会損失のリスクを高めることになりかねま
せん。むしろ、こうした変化に対応できるレジリエンスを高
めていくことが、持続的な成長と価値創造には不可欠だと
考えています。
以上のことから、より適応力の高い指針として、マネジ

メントの起点にパーパスとバリューズを置くことが最適だと
判断し、「パーパス」並びに「バリューズ」を策定するプロジェ
クトを2023年下期に始動させました。1年近く議論を重ねた
末に、2024年6月に社内発表した「驚きを身近にする力で、
ひとりひとりに今日を超える歓びを。」というパーパスは、カ
シオの社会的な存在意義を定義するものです。そもそも、
組織風土の改革を重視したのは、近年、「創造 貢献」の理念
のもと貫いてきた自由闊達な風土が弱まりつつあるという
危機感があったからです。パーパスを拠り所として、もう一

度カシオの理念や、ワクワクするような創造の喜びを浸透さ
せ、社員の心に火をつけたいと考えています。
一方のバリューズは、全社員の行動指針の根底にある価
値観です。「人の探求こそ、原点」「独自の発想にこだわりを」
「変革を楽しむ」「力を合わせ、実現する」といった、日々の業
務に取り組む際の姿勢や行動を律する役割をもっており、
常にそうした意思をもって仕事に向き合えば、自ずとカシオ
の求める「自ら考え行動する人材」になると考えています。
また、サステナビリティ経営の実現という観点から、バリュー
ズのひとつに「いかなる時も社会への貢献心を貫く」という言
葉を盛り込みました。社会から末永く必要とされる企業であり
続けるために、持続可能な社会づくりへの貢献と、新たな価
値創造による企業成長の両立に挑み続けていく所存です。
これらパーパス・バリューズに基づく組織風土の改革と、
後述する次世代環境整備を、中期経営計画の目標達成や
2030年ビジョンの実現に向けた原動力としていくこと、これ
こそが社長としての当面の役割であり、責任だと捉えていま
す。（下図参照）

2023年4月に社長に就任してから、早くも1年が経ちまし
た。改めて当時を振り返ると、創業家以外からの社長就任
はカシオの長い歴史でも初めてのことで、これまで時計事
業を主戦場としてきた私が全社の舵取りという重責を担う
ことに、正直なところ躊躇もありました。しかし、40年以上
にわたり育ててもらった会社に恩返ししたいとの想いから、
全力を尽くそうと決意した次第です。
社長としての1年目を自分なりに総括すると、当社が直面
する状況の厳しさを改めて実感する期間だったと言えるで
しょう。各事業を取り巻く環境や業績推移、今後の見通しな
どをつぶさに把握する中で、近年、カシオの成長力が鈍化
している大きな要因として、2つの構造的な課題を改めて理
解するにいたりました。
ひとつは、デジタル化の急激な進展により、市場の需要構
造に大きな変化が表れていること。例えばEdTech事業にお
いては、教育現場にPCやタブレットの導入が進んだことで、
電子辞書などハードの需要が減少する一方で、アプリなどソ
フトの需要が拡大しています。また、システム事業において
は、キャッシュレス決済などの拡大により現金決済の需要が
減少し、キャッシュレジスターなどの需要が減少しています。
もうひとつの課題は、全社の事業ポートフォリオが分散し
ていること。当社はこれまで半導体の技術進化をベースに、
自由な発想のもとに社会が求める独創的な製品を生み出し
続けてきました。結果として、幅広い事業領域をもつにい
たったものの、事業相互の関係性が乏しく、それぞれの事
業領域で個別に競合と戦っているのが現状です。市場や取
引先も異なるため、販売や調達における事業活動で事業間
シナジーの効果が低く、競争力を得るために必要な投資が
各事業に分散してしまうことが、全社的な資本効率を高める
ことを困難にしています。
社長就任からの1年間を通して、私はこれら課題への理
解・認識を深めるとともに、どうすれば解決できるのか、カ
シオを再び成長軌道に乗せるために何をすべきか、を考え
続けてきました。並行して、株主・投資家をはじめとしたス

テークホルダーの皆様との対話を積み重ね、カシオに対す
る期待と激励の言葉をいただく中で、「我々は株式市場を
通じて、投資家から資金を預かり、その資金を各事業品目
に配分投資し、その成果をもって企業価値を高めていく」と
いう社会的使命の大きさを改めて実感しました。
いずれも今さらながらのことではありますが、こうした発

見や気づきをもとに、2023年度の中盤から、就任当初の目
標・方針を軌道修正し始めています。就任当初は、どちらか
と言えば時計事業を中心に新たな価値軸を創出することを
イメージしていましたが、もう一度、基盤づくりからしっかり
やり直さないといけないことをひしひしと感じており、そこ
に焦点を絞った施策を迅速かつ丁寧に立案・推進しようと
取り組んでいるところです。

社長就任1年目の取り組みの中でも、トップマネジメント
として注力した施策のひとつが「企業価値の向上」です。
「2030年度までに各事業品目に新たな価値軸となるブラン
ドを確立し、企業価値を最大化する」との重点戦略を掲げる
とともに、その達成に向けて「3ヶ年中期経営計画」を策定。
最終年度となる2026年3月期に、売上高3,100億円、営業利
益360億円、利益率11.6％とすることを目標に掲げました。
しばらくはコロナ禍や地政学的リスクの高まりなどを背
景とした世界的な景気減速の影響が残るとの想定から、計
画の前半を「収益基盤強化期」と位置付けました。収益改善
と経営基盤強化策の実行、事業成長への戦略投資などを
通じて、収益力の回復と事業構造の立て直しに全力で取り
組むことで、後半の「変革・イノベーション創造期」へとス
ムーズに移行するとの構想を描いていました（P.28参照）。
残念ながら、計画初年度となる2023年度の業績は、売上
高は2,688億円で前年同期比2％増となるものの、営業利益
は142億円で同22％の減益、利益率は5.3％と、いずれも目
標を下回る結果に終わりました。その要因としては、1）中国
の経済不況による時計事業の伸び悩み、2）教育のICT化によ
る電子辞書の需要減少、3）巣ごもり需要の反動による電子楽

ものとするには、事業の選択と集中による事業ポートフォ
リオの見直しが必要不可欠です。こうした考えのもと、現
在のカシオの成長力を確認し、今後の方向性を定めるた
めに、「事業の成長性」と「自社の収益性」の両軸から、各
事業を「成長事業」「成長候補事業」「成熟事業」「課題事
業」の4領域に整理・分析しました（右図参照）。
その結果、現状では成長事業領域に入る要素がなく、
いかに成長候補事業や成熟事業から移行させるか、ある
いは新たに創出・育成するかが喫緊の課題であることを
再認識しました。
成熟事業領域にあるのが時計事業、並びに教育関数事
業（EdTech）です。時計事業については、市場全体が成
熟しているとの認識もありますが、G-SHOCKが欧州で売
上を伸ばしているように、まだまだ成長余地のある地域や
ブランドがあり、新しいデザインカテゴリの創出やエリア
特性に応じたローカルマーケティング手法などにより成長
事業への移行を目指す考えです。教育関数事業について
は、ICT化の進展により需要が縮小しているものの、新興
国を中心に海外市場では成長の余地があります。カシオ
が磨いてきた使い勝手の良さを武器に、各国の政府に働
きかける形で市場を拡大していきます。
また、成長候補事業領域にあるのが、教育アプリ事業

（EdTech）と、システム事業のうち人事ソリューションや経
営支援ソリューション、メディカルなどの分野です。これら
事業については、成長領域ゆえに競争環境も厳しくなると
の認識のもと、自社の経営資源だけでなく、成長を加速す
るM&Aなど戦略投資も積極的に進め、市場におけるポジ
ションの早期確立を図っていきます。
一方で、抜本的な見直しが必要なのが課題事業領域で
す。システム事業のうちハンディターミナルやレジスター
については、中長期的な視点で事業成長が困難であると
の判断から、既存のお客様への供給やサポートは責任を
もって継続しつつ、新規開発および新規顧客への販売活
動を終了する方針です。電子辞書事業（EdTech）につい
ては、早期に事業の方向性を見極め、収益性を改善して
いきます。
サウンド事業については、収益性の低さから課題事業

器市場の回復の遅れ、などが挙げられます。いずれも市場環
境に対する見立てが甘かったと深く反省しているところです。
こうした現状を踏まえ、2024年5月には中期経営計画の
見直しを発表しました。最終年度となる2026年3月期の計
画については、売上高2,900億円、営業利益260億円、利益
率9％に修正していますが、特にこだわりたいのが「収益力
の強化」です。生成AIの急速な進化・普及に象徴されるよう
に、ビジネスの主体がハードからソフトにシフトしつつある
中で、利益率を高めることを重視しているためです。
今期の計画はいったんしゃがみ込む形になりますが、不
採算事業への対応や構造改革など収益体質改善に向けた
抜本的な施策を行います。まずは筋肉質な体質に変えてい
くことで、来期以降の成長軌道につなげ、１年でも早く変革・
イノベーション創造期へと導いていきます。

中期経営計画の修正を余儀なくされた背景には、先述し
たような市場環境の悪化に加えて、冒頭で述べた構造的な
課題があると考えています。
それら課題を踏まえた上で、将来の持続的成長を確かな

に位置付けているものの、数百億円規模の売上がある事
業ですので、差別化できる中高価格帯の製品ラインを強
化するなど、収益性の高い製品・エリアに資源を集中する
ことで、収益構造の立て直しに取り組んでいきます。加え
て、現状の子供などへの教育市場に加え、経験者を中心
にターゲット層を拡大し、ライフスタイルピアノとしての価
値を訴求することで市場を創出していく考えです。
これら各事業における施策と並行して、事業規模と固定
費のバランスが悪化している現状を鑑み、人員構造の適
正化にも取り組んでいます。現在、グループ全体で500人
規模の固定費削減を進めており、2026年3月期以降に50
億円の削減効果を見込んでいます。
人的資本経営の強化とマトリクス経営の深化による事
業間連携強化にも積極的に取り組んでいきます。

「企業価値の向上」と並んで、トップマネジメントとして注
力したもうひとつの施策が「組織風土の改革」です。
昨年度の報告書でも述べたように、2023年4月の社長就
任時に「目指すマネジメント」「求める社員像」「向き合う姿
勢・態度」からなる「3つの行動指針」を発表。「社員全員が
自ら考え行動する風土の醸成」というメッセージを掲げ、諸々
の施策を進めてきました。
「目指すマネジメント」の第一に「ビジョンを社員と共有」を
掲げましたが、より効果的なアプローチを模索しました。従
来のビジョンは会社としての「ありたい姿」の宣言であり、特
定の事業領域や経営指標を具体的に示すものでした。しか
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パーパス・バリューズに基づく社員の意識改革や行動変容
をサポートする目的で、業務改革を促進するデジタル環境の
整備を含めた次世代環境の構築を進めています。
国内には、初台の本社オフィスと羽村技術センターという2

つの主要拠点があり、これまでは初台が営業拠点、羽村がモ
ノづくりや開発の拠点と位置付けられていましたが、今後は
両方ともイノベーション拠点と捉え直します。初台にお客様
やユーザー、共創のためのパートナーが参画しやすい環境
を設け、アイデアや発想を具現化する羽村と連携しながら、
新たな価値を創出していきます。
そのための設備投資と同時に、社内外を問わず、部門や
組織を超えて、自分とは異なる経験をもった人とのコミュニ
ケーションを積極的に進められる環境づくりを進めていま
す。そうした環境のもとで、部門を問わず社員一人ひとりに
新たな気づきが生まれ、既存事業の発展や、新規事業の創
出を加速させていけるものと期待しています。
一方で、米国のシリコンバレーや中国の深圳といった最先
端基地にも触角を伸ばして、グローバル規模でのイノベー
ション創出を加速、新規開発を推進していきます。

2030年までの企業価値最大化に向けて、カシオを収益基
盤強化期から変革・イノベーション創造期へと導いていくた
めには、やはりビジョンを明確にする必要があると考えてい
ます。この1年間の取り組みにより、パーパスやバリューズ、
次世代環境、ポートフォリオ改革など、少しずつパーツが揃っ
てきた感がありますので、その先に確かなビジョンを描いて
いくことが、社長としての私の使命だと認識しています。
私なりに考えるカシオの軸は、一言でいえば「機能価値と感
性価値を融合させた商品づくり」です。お客様が求める実用
面での機能性はデジタル技術の進化により、専用機による提
供から汎用機に移行する傾向があり、お客様にとって選択肢

を増やすことにつながりました。一方で、上質な素材やデザ
インなど感性に働きかけ、感動や共感を呼び起こす感性価値
に対するニーズは少なくありません。コア技術を起点とした機
能面の差別化とともに、利便性の技術だけではなく、使う人の
心に訴える商品づくりこそカシオが強みとしてきた領域です。
ソフトとハードを絡めながら、そうした価値を創出し、社会に提
案していくことで、再び会社を成長軌道に乗せてまいります。
これからのカシオの価値創造に、そして成長ビジョンの実
現に、どうぞご期待ください。
なお、2024年10月に発生しました当社ネットワークへの不
正アクセスによるシステム障害について、お客様、お取引先
様をはじめとする関係者の皆様には多大なるご心配とご迷
惑をおかけしておりますことを、お詫び申し上げます。
本件に関して速やかに対策本部を設置し、社内システムの
復旧、平常業務の早急な再開に鋭意取り組んでおります。
今回の事態を重く受け止め、原因の追究と情報セキュリ

ティ体制の一層の強化、徹底を図り、再発防止に尽くしてま
いります。

し、事業環境の変化が激しく、将来予測が難しい現在では、
柔軟性と適応力がより重要になっています。
事業領域や会社そのものが変わっていく可能性がある中

で、固定的な将来像を想定し、そこに資源を集中すること
は、かえって機会損失のリスクを高めることになりかねま
せん。むしろ、こうした変化に対応できるレジリエンスを高
めていくことが、持続的な成長と価値創造には不可欠だと
考えています。
以上のことから、より適応力の高い指針として、マネジ

メントの起点にパーパスとバリューズを置くことが最適だと
判断し、「パーパス」並びに「バリューズ」を策定するプロジェ
クトを2023年下期に始動させました。1年近く議論を重ねた
末に、2024年6月に社内発表した「驚きを身近にする力で、
ひとりひとりに今日を超える歓びを。」というパーパスは、カ
シオの社会的な存在意義を定義するものです。そもそも、
組織風土の改革を重視したのは、近年、「創造 貢献」の理念
のもと貫いてきた自由闊達な風土が弱まりつつあるという
危機感があったからです。パーパスを拠り所として、もう一

度カシオの理念や、ワクワクするような創造の喜びを浸透さ
せ、社員の心に火をつけたいと考えています。
一方のバリューズは、全社員の行動指針の根底にある価
値観です。「人の探求こそ、原点」「独自の発想にこだわりを」
「変革を楽しむ」「力を合わせ、実現する」といった、日々の業
務に取り組む際の姿勢や行動を律する役割をもっており、
常にそうした意思をもって仕事に向き合えば、自ずとカシオ
の求める「自ら考え行動する人材」になると考えています。
また、サステナビリティ経営の実現という観点から、バリュー
ズのひとつに「いかなる時も社会への貢献心を貫く」という言
葉を盛り込みました。社会から末永く必要とされる企業であり
続けるために、持続可能な社会づくりへの貢献と、新たな価
値創造による企業成長の両立に挑み続けていく所存です。
これらパーパス・バリューズに基づく組織風土の改革と、
後述する次世代環境整備を、中期経営計画の目標達成や
2030年ビジョンの実現に向けた原動力としていくこと、これ
こそが社長としての当面の役割であり、責任だと捉えていま
す。（下図参照）

2023年4月に社長に就任してから、早くも1年が経ちまし
た。改めて当時を振り返ると、創業家以外からの社長就任
はカシオの長い歴史でも初めてのことで、これまで時計事
業を主戦場としてきた私が全社の舵取りという重責を担う
ことに、正直なところ躊躇もありました。しかし、40年以上
にわたり育ててもらった会社に恩返ししたいとの想いから、
全力を尽くそうと決意した次第です。
社長としての1年目を自分なりに総括すると、当社が直面
する状況の厳しさを改めて実感する期間だったと言えるで
しょう。各事業を取り巻く環境や業績推移、今後の見通しな
どをつぶさに把握する中で、近年、カシオの成長力が鈍化
している大きな要因として、2つの構造的な課題を改めて理
解するにいたりました。
ひとつは、デジタル化の急激な進展により、市場の需要構
造に大きな変化が表れていること。例えばEdTech事業にお
いては、教育現場にPCやタブレットの導入が進んだことで、
電子辞書などハードの需要が減少する一方で、アプリなどソ
フトの需要が拡大しています。また、システム事業において
は、キャッシュレス決済などの拡大により現金決済の需要が
減少し、キャッシュレジスターなどの需要が減少しています。
もうひとつの課題は、全社の事業ポートフォリオが分散し
ていること。当社はこれまで半導体の技術進化をベースに、
自由な発想のもとに社会が求める独創的な製品を生み出し
続けてきました。結果として、幅広い事業領域をもつにい
たったものの、事業相互の関係性が乏しく、それぞれの事
業領域で個別に競合と戦っているのが現状です。市場や取
引先も異なるため、販売や調達における事業活動で事業間
シナジーの効果が低く、競争力を得るために必要な投資が
各事業に分散してしまうことが、全社的な資本効率を高める
ことを困難にしています。
社長就任からの1年間を通して、私はこれら課題への理
解・認識を深めるとともに、どうすれば解決できるのか、カ
シオを再び成長軌道に乗せるために何をすべきか、を考え
続けてきました。並行して、株主・投資家をはじめとしたス

テークホルダーの皆様との対話を積み重ね、カシオに対す
る期待と激励の言葉をいただく中で、「我々は株式市場を
通じて、投資家から資金を預かり、その資金を各事業品目
に配分投資し、その成果をもって企業価値を高めていく」と
いう社会的使命の大きさを改めて実感しました。
いずれも今さらながらのことではありますが、こうした発

見や気づきをもとに、2023年度の中盤から、就任当初の目
標・方針を軌道修正し始めています。就任当初は、どちらか
と言えば時計事業を中心に新たな価値軸を創出することを
イメージしていましたが、もう一度、基盤づくりからしっかり
やり直さないといけないことをひしひしと感じており、そこ
に焦点を絞った施策を迅速かつ丁寧に立案・推進しようと
取り組んでいるところです。

社長就任1年目の取り組みの中でも、トップマネジメント
として注力した施策のひとつが「企業価値の向上」です。
「2030年度までに各事業品目に新たな価値軸となるブラン
ドを確立し、企業価値を最大化する」との重点戦略を掲げる
とともに、その達成に向けて「3ヶ年中期経営計画」を策定。
最終年度となる2026年3月期に、売上高3,100億円、営業利
益360億円、利益率11.6％とすることを目標に掲げました。
しばらくはコロナ禍や地政学的リスクの高まりなどを背
景とした世界的な景気減速の影響が残るとの想定から、計
画の前半を「収益基盤強化期」と位置付けました。収益改善
と経営基盤強化策の実行、事業成長への戦略投資などを
通じて、収益力の回復と事業構造の立て直しに全力で取り
組むことで、後半の「変革・イノベーション創造期」へとス
ムーズに移行するとの構想を描いていました（P.28参照）。
残念ながら、計画初年度となる2023年度の業績は、売上
高は2,688億円で前年同期比2％増となるものの、営業利益
は142億円で同22％の減益、利益率は5.3％と、いずれも目
標を下回る結果に終わりました。その要因としては、1）中国
の経済不況による時計事業の伸び悩み、2）教育のICT化によ
る電子辞書の需要減少、3）巣ごもり需要の反動による電子楽

ものとするには、事業の選択と集中による事業ポートフォ
リオの見直しが必要不可欠です。こうした考えのもと、現
在のカシオの成長力を確認し、今後の方向性を定めるた
めに、「事業の成長性」と「自社の収益性」の両軸から、各
事業を「成長事業」「成長候補事業」「成熟事業」「課題事
業」の4領域に整理・分析しました（右図参照）。
その結果、現状では成長事業領域に入る要素がなく、
いかに成長候補事業や成熟事業から移行させるか、ある
いは新たに創出・育成するかが喫緊の課題であることを
再認識しました。
成熟事業領域にあるのが時計事業、並びに教育関数事
業（EdTech）です。時計事業については、市場全体が成
熟しているとの認識もありますが、G-SHOCKが欧州で売
上を伸ばしているように、まだまだ成長余地のある地域や
ブランドがあり、新しいデザインカテゴリの創出やエリア
特性に応じたローカルマーケティング手法などにより成長
事業への移行を目指す考えです。教育関数事業について
は、ICT化の進展により需要が縮小しているものの、新興
国を中心に海外市場では成長の余地があります。カシオ
が磨いてきた使い勝手の良さを武器に、各国の政府に働
きかける形で市場を拡大していきます。
また、成長候補事業領域にあるのが、教育アプリ事業

（EdTech）と、システム事業のうち人事ソリューションや経
営支援ソリューション、メディカルなどの分野です。これら
事業については、成長領域ゆえに競争環境も厳しくなると
の認識のもと、自社の経営資源だけでなく、成長を加速す
るM&Aなど戦略投資も積極的に進め、市場におけるポジ
ションの早期確立を図っていきます。
一方で、抜本的な見直しが必要なのが課題事業領域で
す。システム事業のうちハンディターミナルやレジスター
については、中長期的な視点で事業成長が困難であると
の判断から、既存のお客様への供給やサポートは責任を
もって継続しつつ、新規開発および新規顧客への販売活
動を終了する方針です。電子辞書事業（EdTech）につい
ては、早期に事業の方向性を見極め、収益性を改善して
いきます。
サウンド事業については、収益性の低さから課題事業

器市場の回復の遅れ、などが挙げられます。いずれも市場環
境に対する見立てが甘かったと深く反省しているところです。
こうした現状を踏まえ、2024年5月には中期経営計画の
見直しを発表しました。最終年度となる2026年3月期の計
画については、売上高2,900億円、営業利益260億円、利益
率9％に修正していますが、特にこだわりたいのが「収益力
の強化」です。生成AIの急速な進化・普及に象徴されるよう
に、ビジネスの主体がハードからソフトにシフトしつつある
中で、利益率を高めることを重視しているためです。
今期の計画はいったんしゃがみ込む形になりますが、不
採算事業への対応や構造改革など収益体質改善に向けた
抜本的な施策を行います。まずは筋肉質な体質に変えてい
くことで、来期以降の成長軌道につなげ、１年でも早く変革・
イノベーション創造期へと導いていきます。

中期経営計画の修正を余儀なくされた背景には、先述し
たような市場環境の悪化に加えて、冒頭で述べた構造的な
課題があると考えています。
それら課題を踏まえた上で、将来の持続的成長を確かな

に位置付けているものの、数百億円規模の売上がある事
業ですので、差別化できる中高価格帯の製品ラインを強
化するなど、収益性の高い製品・エリアに資源を集中する
ことで、収益構造の立て直しに取り組んでいきます。加え
て、現状の子供などへの教育市場に加え、経験者を中心
にターゲット層を拡大し、ライフスタイルピアノとしての価
値を訴求することで市場を創出していく考えです。
これら各事業における施策と並行して、事業規模と固定
費のバランスが悪化している現状を鑑み、人員構造の適
正化にも取り組んでいます。現在、グループ全体で500人
規模の固定費削減を進めており、2026年3月期以降に50
億円の削減効果を見込んでいます。
人的資本経営の強化とマトリクス経営の深化による事
業間連携強化にも積極的に取り組んでいきます。

「企業価値の向上」と並んで、トップマネジメントとして注
力したもうひとつの施策が「組織風土の改革」です。
昨年度の報告書でも述べたように、2023年4月の社長就
任時に「目指すマネジメント」「求める社員像」「向き合う姿
勢・態度」からなる「3つの行動指針」を発表。「社員全員が
自ら考え行動する風土の醸成」というメッセージを掲げ、諸々
の施策を進めてきました。
「目指すマネジメント」の第一に「ビジョンを社員と共有」を
掲げましたが、より効果的なアプローチを模索しました。従
来のビジョンは会社としての「ありたい姿」の宣言であり、特
定の事業領域や経営指標を具体的に示すものでした。しか

社員の意識改革や行動変容を促す
次世代環境づくりへ

カシオの本質である「機能価値と
感性価値を融合させた商品づくり」を

磨き続ける

CEOメッセージ

持続的な成長を生み出す基盤づくり

中期経営計画の実行とともに組織風土を改革し、持続的な成長を生み出す基盤を創る

2023年3月期 2031年3月期

3ヶ年中期経営計画
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サステナビリティ経営の実現：持続可能な社会づくりへの貢献と持続的な企業成長・価値創造

次世代環境構築
組織を越えたコミュニケーション
新たな気づきと創造性の向上

デジタル環境整備
社員の業務を支援するための
CASIO AI CHAT導入

社員の行動指針
自ら考え行動する風土の醸成

驚きを身近にする力で、
ひとりひとりに

今日を超える歓びを。
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Values（P.4参照）
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パーパス・バリューズに基づく社員の意識改革や行動変容
をサポートする目的で、業務改革を促進するデジタル環境の
整備を含めた次世代環境の構築を進めています。
国内には、初台の本社オフィスと羽村技術センターという2

つの主要拠点があり、これまでは初台が営業拠点、羽村がモ
ノづくりや開発の拠点と位置付けられていましたが、今後は
両方ともイノベーション拠点と捉え直します。初台にお客様
やユーザー、共創のためのパートナーが参画しやすい環境
を設け、アイデアや発想を具現化する羽村と連携しながら、
新たな価値を創出していきます。
そのための設備投資と同時に、社内外を問わず、部門や
組織を超えて、自分とは異なる経験をもった人とのコミュニ
ケーションを積極的に進められる環境づくりを進めていま
す。そうした環境のもとで、部門を問わず社員一人ひとりに
新たな気づきが生まれ、既存事業の発展や、新規事業の創
出を加速させていけるものと期待しています。
一方で、米国のシリコンバレーや中国の深圳といった最先
端基地にも触角を伸ばして、グローバル規模でのイノベー
ション創出を加速、新規開発を推進していきます。

2030年までの企業価値最大化に向けて、カシオを収益基
盤強化期から変革・イノベーション創造期へと導いていくた
めには、やはりビジョンを明確にする必要があると考えてい
ます。この1年間の取り組みにより、パーパスやバリューズ、
次世代環境、ポートフォリオ改革など、少しずつパーツが揃っ
てきた感がありますので、その先に確かなビジョンを描いて
いくことが、社長としての私の使命だと認識しています。
私なりに考えるカシオの軸は、一言でいえば「機能価値と感
性価値を融合させた商品づくり」です。お客様が求める実用
面での機能性はデジタル技術の進化により、専用機による提
供から汎用機に移行する傾向があり、お客様にとって選択肢

を増やすことにつながりました。一方で、上質な素材やデザ
インなど感性に働きかけ、感動や共感を呼び起こす感性価値
に対するニーズは少なくありません。コア技術を起点とした機
能面の差別化とともに、利便性の技術だけではなく、使う人の
心に訴える商品づくりこそカシオが強みとしてきた領域です。
ソフトとハードを絡めながら、そうした価値を創出し、社会に提
案していくことで、再び会社を成長軌道に乗せてまいります。
これからのカシオの価値創造に、そして成長ビジョンの実
現に、どうぞご期待ください。
なお、2024年10月に発生しました当社ネットワークへの不
正アクセスによるシステム障害について、お客様、お取引先
様をはじめとする関係者の皆様には多大なるご心配とご迷
惑をおかけしておりますことを、お詫び申し上げます。
本件に関して速やかに対策本部を設置し、社内システムの
復旧、平常業務の早急な再開に鋭意取り組んでおります。
今回の事態を重く受け止め、原因の追究と情報セキュリ

ティ体制の一層の強化、徹底を図り、再発防止に尽くしてま
いります。

し、事業環境の変化が激しく、将来予測が難しい現在では、
柔軟性と適応力がより重要になっています。
事業領域や会社そのものが変わっていく可能性がある中

で、固定的な将来像を想定し、そこに資源を集中すること
は、かえって機会損失のリスクを高めることになりかねま
せん。むしろ、こうした変化に対応できるレジリエンスを高
めていくことが、持続的な成長と価値創造には不可欠だと
考えています。
以上のことから、より適応力の高い指針として、マネジ

メントの起点にパーパスとバリューズを置くことが最適だと
判断し、「パーパス」並びに「バリューズ」を策定するプロジェ
クトを2023年下期に始動させました。1年近く議論を重ねた
末に、2024年6月に社内発表した「驚きを身近にする力で、
ひとりひとりに今日を超える歓びを。」というパーパスは、カ
シオの社会的な存在意義を定義するものです。そもそも、
組織風土の改革を重視したのは、近年、「創造 貢献」の理念
のもと貫いてきた自由闊達な風土が弱まりつつあるという
危機感があったからです。パーパスを拠り所として、もう一

度カシオの理念や、ワクワクするような創造の喜びを浸透さ
せ、社員の心に火をつけたいと考えています。
一方のバリューズは、全社員の行動指針の根底にある価
値観です。「人の探求こそ、原点」「独自の発想にこだわりを」
「変革を楽しむ」「力を合わせ、実現する」といった、日々の業
務に取り組む際の姿勢や行動を律する役割をもっており、
常にそうした意思をもって仕事に向き合えば、自ずとカシオ
の求める「自ら考え行動する人材」になると考えています。
また、サステナビリティ経営の実現という観点から、バリュー
ズのひとつに「いかなる時も社会への貢献心を貫く」という言
葉を盛り込みました。社会から末永く必要とされる企業であり
続けるために、持続可能な社会づくりへの貢献と、新たな価
値創造による企業成長の両立に挑み続けていく所存です。
これらパーパス・バリューズに基づく組織風土の改革と、
後述する次世代環境整備を、中期経営計画の目標達成や
2030年ビジョンの実現に向けた原動力としていくこと、これ
こそが社長としての当面の役割であり、責任だと捉えていま
す。（下図参照）

2023年4月に社長に就任してから、早くも1年が経ちまし
た。改めて当時を振り返ると、創業家以外からの社長就任
はカシオの長い歴史でも初めてのことで、これまで時計事
業を主戦場としてきた私が全社の舵取りという重責を担う
ことに、正直なところ躊躇もありました。しかし、40年以上
にわたり育ててもらった会社に恩返ししたいとの想いから、
全力を尽くそうと決意した次第です。
社長としての1年目を自分なりに総括すると、当社が直面
する状況の厳しさを改めて実感する期間だったと言えるで
しょう。各事業を取り巻く環境や業績推移、今後の見通しな
どをつぶさに把握する中で、近年、カシオの成長力が鈍化
している大きな要因として、2つの構造的な課題を改めて理
解するにいたりました。
ひとつは、デジタル化の急激な進展により、市場の需要構
造に大きな変化が表れていること。例えばEdTech事業にお
いては、教育現場にPCやタブレットの導入が進んだことで、
電子辞書などハードの需要が減少する一方で、アプリなどソ
フトの需要が拡大しています。また、システム事業において
は、キャッシュレス決済などの拡大により現金決済の需要が
減少し、キャッシュレジスターなどの需要が減少しています。
もうひとつの課題は、全社の事業ポートフォリオが分散し
ていること。当社はこれまで半導体の技術進化をベースに、
自由な発想のもとに社会が求める独創的な製品を生み出し
続けてきました。結果として、幅広い事業領域をもつにい
たったものの、事業相互の関係性が乏しく、それぞれの事
業領域で個別に競合と戦っているのが現状です。市場や取
引先も異なるため、販売や調達における事業活動で事業間
シナジーの効果が低く、競争力を得るために必要な投資が
各事業に分散してしまうことが、全社的な資本効率を高める
ことを困難にしています。
社長就任からの1年間を通して、私はこれら課題への理
解・認識を深めるとともに、どうすれば解決できるのか、カ
シオを再び成長軌道に乗せるために何をすべきか、を考え
続けてきました。並行して、株主・投資家をはじめとしたス

テークホルダーの皆様との対話を積み重ね、カシオに対す
る期待と激励の言葉をいただく中で、「我々は株式市場を
通じて、投資家から資金を預かり、その資金を各事業品目
に配分投資し、その成果をもって企業価値を高めていく」と
いう社会的使命の大きさを改めて実感しました。
いずれも今さらながらのことではありますが、こうした発

見や気づきをもとに、2023年度の中盤から、就任当初の目
標・方針を軌道修正し始めています。就任当初は、どちらか
と言えば時計事業を中心に新たな価値軸を創出することを
イメージしていましたが、もう一度、基盤づくりからしっかり
やり直さないといけないことをひしひしと感じており、そこ
に焦点を絞った施策を迅速かつ丁寧に立案・推進しようと
取り組んでいるところです。

社長就任1年目の取り組みの中でも、トップマネジメント
として注力した施策のひとつが「企業価値の向上」です。
「2030年度までに各事業品目に新たな価値軸となるブラン
ドを確立し、企業価値を最大化する」との重点戦略を掲げる
とともに、その達成に向けて「3ヶ年中期経営計画」を策定。
最終年度となる2026年3月期に、売上高3,100億円、営業利
益360億円、利益率11.6％とすることを目標に掲げました。
しばらくはコロナ禍や地政学的リスクの高まりなどを背
景とした世界的な景気減速の影響が残るとの想定から、計
画の前半を「収益基盤強化期」と位置付けました。収益改善
と経営基盤強化策の実行、事業成長への戦略投資などを
通じて、収益力の回復と事業構造の立て直しに全力で取り
組むことで、後半の「変革・イノベーション創造期」へとス
ムーズに移行するとの構想を描いていました（P.28参照）。
残念ながら、計画初年度となる2023年度の業績は、売上
高は2,688億円で前年同期比2％増となるものの、営業利益
は142億円で同22％の減益、利益率は5.3％と、いずれも目
標を下回る結果に終わりました。その要因としては、1）中国
の経済不況による時計事業の伸び悩み、2）教育のICT化によ
る電子辞書の需要減少、3）巣ごもり需要の反動による電子楽

ものとするには、事業の選択と集中による事業ポートフォ
リオの見直しが必要不可欠です。こうした考えのもと、現
在のカシオの成長力を確認し、今後の方向性を定めるた
めに、「事業の成長性」と「自社の収益性」の両軸から、各
事業を「成長事業」「成長候補事業」「成熟事業」「課題事
業」の4領域に整理・分析しました（右図参照）。
その結果、現状では成長事業領域に入る要素がなく、
いかに成長候補事業や成熟事業から移行させるか、ある
いは新たに創出・育成するかが喫緊の課題であることを
再認識しました。
成熟事業領域にあるのが時計事業、並びに教育関数事
業（EdTech）です。時計事業については、市場全体が成
熟しているとの認識もありますが、G-SHOCKが欧州で売
上を伸ばしているように、まだまだ成長余地のある地域や
ブランドがあり、新しいデザインカテゴリの創出やエリア
特性に応じたローカルマーケティング手法などにより成長
事業への移行を目指す考えです。教育関数事業について
は、ICT化の進展により需要が縮小しているものの、新興
国を中心に海外市場では成長の余地があります。カシオ
が磨いてきた使い勝手の良さを武器に、各国の政府に働
きかける形で市場を拡大していきます。
また、成長候補事業領域にあるのが、教育アプリ事業

（EdTech）と、システム事業のうち人事ソリューションや経
営支援ソリューション、メディカルなどの分野です。これら
事業については、成長領域ゆえに競争環境も厳しくなると
の認識のもと、自社の経営資源だけでなく、成長を加速す
るM&Aなど戦略投資も積極的に進め、市場におけるポジ
ションの早期確立を図っていきます。
一方で、抜本的な見直しが必要なのが課題事業領域で
す。システム事業のうちハンディターミナルやレジスター
については、中長期的な視点で事業成長が困難であると
の判断から、既存のお客様への供給やサポートは責任を
もって継続しつつ、新規開発および新規顧客への販売活
動を終了する方針です。電子辞書事業（EdTech）につい
ては、早期に事業の方向性を見極め、収益性を改善して
いきます。
サウンド事業については、収益性の低さから課題事業

器市場の回復の遅れ、などが挙げられます。いずれも市場環
境に対する見立てが甘かったと深く反省しているところです。
こうした現状を踏まえ、2024年5月には中期経営計画の
見直しを発表しました。最終年度となる2026年3月期の計
画については、売上高2,900億円、営業利益260億円、利益
率9％に修正していますが、特にこだわりたいのが「収益力
の強化」です。生成AIの急速な進化・普及に象徴されるよう
に、ビジネスの主体がハードからソフトにシフトしつつある
中で、利益率を高めることを重視しているためです。
今期の計画はいったんしゃがみ込む形になりますが、不
採算事業への対応や構造改革など収益体質改善に向けた
抜本的な施策を行います。まずは筋肉質な体質に変えてい
くことで、来期以降の成長軌道につなげ、１年でも早く変革・
イノベーション創造期へと導いていきます。

中期経営計画の修正を余儀なくされた背景には、先述し
たような市場環境の悪化に加えて、冒頭で述べた構造的な
課題があると考えています。
それら課題を踏まえた上で、将来の持続的成長を確かな

に位置付けているものの、数百億円規模の売上がある事
業ですので、差別化できる中高価格帯の製品ラインを強
化するなど、収益性の高い製品・エリアに資源を集中する
ことで、収益構造の立て直しに取り組んでいきます。加え
て、現状の子供などへの教育市場に加え、経験者を中心
にターゲット層を拡大し、ライフスタイルピアノとしての価
値を訴求することで市場を創出していく考えです。
これら各事業における施策と並行して、事業規模と固定
費のバランスが悪化している現状を鑑み、人員構造の適
正化にも取り組んでいます。現在、グループ全体で500人
規模の固定費削減を進めており、2026年3月期以降に50
億円の削減効果を見込んでいます。
人的資本経営の強化とマトリクス経営の深化による事
業間連携強化にも積極的に取り組んでいきます。

「企業価値の向上」と並んで、トップマネジメントとして注
力したもうひとつの施策が「組織風土の改革」です。
昨年度の報告書でも述べたように、2023年4月の社長就
任時に「目指すマネジメント」「求める社員像」「向き合う姿
勢・態度」からなる「3つの行動指針」を発表。「社員全員が
自ら考え行動する風土の醸成」というメッセージを掲げ、諸々
の施策を進めてきました。
「目指すマネジメント」の第一に「ビジョンを社員と共有」を
掲げましたが、より効果的なアプローチを模索しました。従
来のビジョンは会社としての「ありたい姿」の宣言であり、特
定の事業領域や経営指標を具体的に示すものでした。しか

社員の意識改革や行動変容を促す
次世代環境づくりへ

カシオの本質である「機能価値と
感性価値を融合させた商品づくり」を

磨き続ける

CEOメッセージ

持続的な成長を生み出す基盤づくり

中期経営計画の実行とともに組織風土を改革し、持続的な成長を生み出す基盤を創る

2023年3月期 2031年3月期

3ヶ年中期経営計画

収益力の回復と
新たな成長領域への投資

2024年3月期～ 2026年3月期

収益基盤
強化期

変革・
イノベーション
創造期

サステナビリティ経営の実現：持続可能な社会づくりへの貢献と持続的な企業成長・価値創造

次世代環境構築
組織を越えたコミュニケーション
新たな気づきと創造性の向上

デジタル環境整備
社員の業務を支援するための
CASIO AI CHAT導入

社員の行動指針
自ら考え行動する風土の醸成

驚きを身近にする力で、
ひとりひとりに

今日を超える歓びを。

Purpose

Values（P.4参照）
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Data Section「経営基盤」の強化「経営資本」の増強事業を通じた価値創造CASIOの価値創造Introduction



37,872百万円
北米14.1%62.1%

売上高構成比

23.0%
売上高構成比

8.4%
売上高構成比

カシオは、時計、教育、楽器、システム・その他の各事業を世界で展開しており、
それぞれの製品・サービスが確固たる独自性を有しています。
約1万人の世界中の従業員一人ひとりが、技術やブランドといったカシオの強みを生み出しています。

EdTech（教育）事業

サウンド（楽器）事業 システム事業

時計事業 ▶P.33参照 ▶P.35参照

▶P.37参照

多くの人々に親しまれているCASIOブランドの製品は、グ
ローバルに連携した生産体制と各国に広がる販売ネットワー
クによって世界中に届けられています。生産拠点を主に日
本、中国、タイに構え、より長く、安心して使用できる製品を提
供するため、徹底した品質管理のもと、設計段階から完成品
にいたるまで、常に妥協のないモノづくりを実践しています。
仕入先や事業パートナーも各国で開拓し、グローバルなサプ
ライチェーンネットワークを形成しています。また、企業活動
を円滑に遂行するため、192の国と地域において1,404件の
商標権を取得し、「CASIO」ブランドを保護しています。
安全に楽しく暮らせる社会の実現に向けた活動を世界中

で展開し、人々の生活に役立ち、新しい価値をもたらす製品
やサービスをこれからも幅広く提供し続けます。

グローバルな仕入・生産・販売体制を構築

カシオグループ（本社含む）

38社

生産　  販売　  本社
世界で親しまれているCASIOブランド

192の国と地域で商標権を取得・保護

（注）2024年3月31日時点

欧州
販売 　 社6 中近東

販売 　社1

米州
販売・その他  　社5

その他  　社2

アジア（日本含む）
本社・販売・その他　　  社
生産  　社

17
7

119,459百万円

52,908百万円
欧州19.7%

44.4%アジア・その他

58,589百万円
日本 21.8%

地域セグメント

268,828百万円
売上高

電卓ClassPad.net

事業セグメント・分野

時計

電子楽器

用途やシーンに合わせた機能とデザインを提供することで、
腕時計の新たな可能性を切り開いています。
G-SHOCKは、堅牢性などの機能面と、高いファッション性を
併せもち、お客様のライフスタイルを体現する、
唯一無二の世界的ブランドとなっています。

世界の教育レベル向上に向け、100ヶ国で過半の
シェアを誇る関数電卓や、次世代の学校教育を支える
ICT教育アプリ“ClassPad.net”、教育メソッドを
取り入れた電子辞書などを提供しています。

自分らしく楽しむEnjoyment市場の拡大を目指し、
「Slim ＆ Smart」をコンセプトにした電子楽器などを通じ、
快適な音のある生活を提案しています。

長年の経験と商品開発力を活かし、最適な
ソリューションを提案します。また、専門領域や地域の
特性など、小さな問題にも目を向け、業務効率化や
生産性向上を目指す戦略的な経営をサポートします。

新規領域

CASIOの事業概要

グローバルに広がるＣＡＳＩＯ

将来につながる新しい価値創造を目的に、独自性を
重視した新規技術の開発、既存技術の活用と
顧客理解のための活動を通じて、社会のニーズに
適応したオンリーワンのビジネスを構築していきます。

11 12カシオ計算機 統合報告書 2024 カシオ計算機 統合報告書 2024

Data Section「経営基盤」の強化「経営資本」の増強事業を通じた価値創造CASIOの価値創造Introduction



37,872百万円
北米14.1%62.1%

売上高構成比

23.0%
売上高構成比

8.4%
売上高構成比

カシオは、時計、教育、楽器、システム・その他の各事業を世界で展開しており、
それぞれの製品・サービスが確固たる独自性を有しています。
約1万人の世界中の従業員一人ひとりが、技術やブランドといったカシオの強みを生み出しています。

EdTech（教育）事業

サウンド（楽器）事業 システム事業

時計事業 ▶P.33参照 ▶P.35参照

▶P.37参照

多くの人々に親しまれているCASIOブランドの製品は、グ
ローバルに連携した生産体制と各国に広がる販売ネットワー
クによって世界中に届けられています。生産拠点を主に日
本、中国、タイに構え、より長く、安心して使用できる製品を提
供するため、徹底した品質管理のもと、設計段階から完成品
にいたるまで、常に妥協のないモノづくりを実践しています。
仕入先や事業パートナーも各国で開拓し、グローバルなサプ
ライチェーンネットワークを形成しています。また、企業活動
を円滑に遂行するため、192の国と地域において1,404件の
商標権を取得し、「CASIO」ブランドを保護しています。
安全に楽しく暮らせる社会の実現に向けた活動を世界中

で展開し、人々の生活に役立ち、新しい価値をもたらす製品
やサービスをこれからも幅広く提供し続けます。

グローバルな仕入・生産・販売体制を構築

カシオグループ（本社含む）

38社

生産　  販売　  本社
世界で親しまれているCASIOブランド

192の国と地域で商標権を取得・保護

（注）2024年3月31日時点

欧州
販売 　 社6 中近東

販売 　社1

米州
販売・その他  　社5

その他  　社2

アジア（日本含む）
本社・販売・その他　　  社
生産  　社

17
7

119,459百万円

52,908百万円
欧州19.7%

44.4%アジア・その他

58,589百万円
日本 21.8%

地域セグメント

268,828百万円
売上高

電卓ClassPad.net

事業セグメント・分野

時計

電子楽器

用途やシーンに合わせた機能とデザインを提供することで、
腕時計の新たな可能性を切り開いています。
G-SHOCKは、堅牢性などの機能面と、高いファッション性を
併せもち、お客様のライフスタイルを体現する、
唯一無二の世界的ブランドとなっています。

世界の教育レベル向上に向け、100ヶ国で過半の
シェアを誇る関数電卓や、次世代の学校教育を支える
ICT教育アプリ“ClassPad.net”、教育メソッドを
取り入れた電子辞書などを提供しています。

自分らしく楽しむEnjoyment市場の拡大を目指し、
「Slim ＆ Smart」をコンセプトにした電子楽器などを通じ、
快適な音のある生活を提案しています。

長年の経験と商品開発力を活かし、最適な
ソリューションを提案します。また、専門領域や地域の
特性など、小さな問題にも目を向け、業務効率化や
生産性向上を目指す戦略的な経営をサポートします。

新規領域

CASIOの事業概要

グローバルに広がるＣＡＳＩＯ

将来につながる新しい価値創造を目的に、独自性を
重視した新規技術の開発、既存技術の活用と
顧客理解のための活動を通じて、社会のニーズに
適応したオンリーワンのビジネスを構築していきます。
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19901957 1970 1980

事業別構成比の推移

売上高の推移

1957年設立 2023年度2005年度1985年度

2000 2010 2020 2023

1957年の設立以来、カシオは「発明は必要の母」という開発哲学を受け継いでいます。
これは、世の中が求めるものを開発するのではなく、世の中が必要とするはずの製品を
自ら生み出すという考え方です。カシオは、お客様の潜在ニーズを捉え、
時代とともに事業ポートフォリオを組み替えながら、社会に新たな価値を提案し続けています。

※1 主要製品：電子楽器、小型液晶テレビ、カードラジオ、システム機器
※2 主要製品：電卓、電子文具、電子辞書、液晶テレビ他映像機器、デジタルカメラ、電子楽器
※3 主要製品：携帯電話、ハンディターミナル
※4 主要製品：電子レジスター（POS含む）、オフィス・コンピューター、ページプリンタ、データプロジェクター
※5 主要製品：ファクトリーオートメーション、金型、玩具等
※6 主要製品：ハンディターミナル、電子レジスター、経営支援システム、データプロジェクター等
※7 主要製品：成形部品、金型等

電卓（計算機）事業
コンシューマ
時計

EdTech（教育）
サウンド（楽器）

システム※6

その他※7

コンシューマ事業※2
時計事業
MNS事業※3
情報機器事業※4
デバイス事業
その他事業※5

電卓事業
電子時計事業
電子計算機および
その他事業※1

1957年、世界初の小型純電気式計算機の開
発に成功し、カシオ計算機株式会社が設立さ
れました。当時の計算機の課題であったスピー
ドや騒音、操作性を解決し、事務作業の効率
化を実現しました。まさに必要とされる発明に
より、文化を生み出すこととなりました。

計算機で培った技術やノウハウを活かし、電子
タイプライター、関数電卓、電子腕時計など、
次々と開発品を世に送り出しました。いずれも、
小型化・パーソナル化や従来にない機能を搭
載した製品です。新たな価値提案が評価され、
カシオのプレゼンスは世界に広がりました。

1983年、腕時計の常識を覆したG-SHOCKを発
売しました。これまでにない耐衝撃・耐振動によ
り“タフ”な腕時計という新しい価値を確立。その
後、スポーツを楽しむ方やファッションアイテムと
して若者にも支持され、そのブランドは現在でも
世界で唯一無二の存在となっています。

G-SHOCKの支持を大人や女性にも広げると
ともに、世界初の液晶モニター付きコンシュー
マ向けデジタルカメラや、本格コンテンツを搭
載した電子辞書、堅牢性を備えた携帯電話な
ど、新機能をもった製品を次々に開発。社会に
対する新提案を続け、多角化を進めました。

2000年代前半は、新製品を世界市場に投入し、
売上高も右肩上がりで推移しました。しかし、
2000年代後半からは携帯電話事業とデバイス
事業の採算が悪化し、リーマンショックの影響
も重なり、カシオがつくり、育ててきた市場自体
が冷え込むこととなりました。

時計事業や教育関数事業が安定成長を続ける
一方、事業ポートフォリオの抜本的な見直しに
着手。デバイス事業、携帯電話事業、コンシュー
マ向けデジタルカメラ事業を譲渡・撤退し、将
来にわたって新たな価値を創出できる事業へ
と経営資源を集中する方針へと転換しました。

1950年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 2010年代

価値創造の歩み

1957 小型純電気式計算機「14-A」
1962 科学技術用計算機「AL-1」❶

1972 パーソナル電卓
「カシオミニ」❷

1985 グラフ関数電卓　「fx-7000G」
1983 カード型電卓

「SL-800」❹

電卓（計算機）事業

1974 電子式デジタル腕時計
「カシオトロン」

1983耐衝撃腕時計「G-SHOCK」❺ 1999 GPS内蔵アウトドアウオッチ 
「PRT-1GPJ」❼

時計事業

1980 電子楽器
「カシオトーン201」❸

楽器事業

1996「EX-word XD-500」1981電子辞書「TR-2000」電子辞書事業

2000 携帯電話「C303CA」携帯電話事業

2010 水銀フリープロジェクター「XJ-A145」2003 プロジェクター「XJ-350」プロジェクター事業

1990 液晶表示パネルの外販開始デバイス事業

コンシューマ向けデジタルカメラ事業 1995 液晶デジタルカメラ「QV-10」❻

1961 事務作表計算機「TUC」
1984 ハンディターミナル    「DT-6000」

システム事業 1976 電子式金銭登録機「Σ-50ER」 1985 ページプリンタ     「LCS-2400」1989 事務用情報処理装置「ADPS R1」

上記❶～❼の製品は、国立科学博物館の重要科学技術史資料（未来技術遺産）に登録されています。

Data Section「経営基盤」の強化「経営資本」の増強事業を通じた価値創造CASIOの価値創造Introduction
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19901957 1970 1980

事業別構成比の推移

売上高の推移

1957年設立 2023年度2005年度1985年度

2000 2010 2020 2023

1957年の設立以来、カシオは「発明は必要の母」という開発哲学を受け継いでいます。
これは、世の中が求めるものを開発するのではなく、世の中が必要とするはずの製品を
自ら生み出すという考え方です。カシオは、お客様の潜在ニーズを捉え、
時代とともに事業ポートフォリオを組み替えながら、社会に新たな価値を提案し続けています。

※1 主要製品：電子楽器、小型液晶テレビ、カードラジオ、システム機器
※2 主要製品：電卓、電子文具、電子辞書、液晶テレビ他映像機器、デジタルカメラ、電子楽器
※3 主要製品：携帯電話、ハンディターミナル
※4 主要製品：電子レジスター（POS含む）、オフィス・コンピューター、ページプリンタ、データプロジェクター
※5 主要製品：ファクトリーオートメーション、金型、玩具等
※6 主要製品：ハンディターミナル、電子レジスター、経営支援システム、データプロジェクター等
※7 主要製品：成形部品、金型等

電卓（計算機）事業
コンシューマ
時計

EdTech（教育）
サウンド（楽器）

システム※6

その他※7

コンシューマ事業※2
時計事業
MNS事業※3
情報機器事業※4
デバイス事業
その他事業※5

電卓事業
電子時計事業
電子計算機および
その他事業※1

1957年、世界初の小型純電気式計算機の開
発に成功し、カシオ計算機株式会社が設立さ
れました。当時の計算機の課題であったスピー
ドや騒音、操作性を解決し、事務作業の効率
化を実現しました。まさに必要とされる発明に
より、文化を生み出すこととなりました。

計算機で培った技術やノウハウを活かし、電子
タイプライター、関数電卓、電子腕時計など、
次々と開発品を世に送り出しました。いずれも、
小型化・パーソナル化や従来にない機能を搭
載した製品です。新たな価値提案が評価され、
カシオのプレゼンスは世界に広がりました。

1983年、腕時計の常識を覆したG-SHOCKを発
売しました。これまでにない耐衝撃・耐振動によ
り“タフ”な腕時計という新しい価値を確立。その
後、スポーツを楽しむ方やファッションアイテムと
して若者にも支持され、そのブランドは現在でも
世界で唯一無二の存在となっています。

G-SHOCKの支持を大人や女性にも広げると
ともに、世界初の液晶モニター付きコンシュー
マ向けデジタルカメラや、本格コンテンツを搭
載した電子辞書、堅牢性を備えた携帯電話な
ど、新機能をもった製品を次々に開発。社会に
対する新提案を続け、多角化を進めました。

2000年代前半は、新製品を世界市場に投入し、
売上高も右肩上がりで推移しました。しかし、
2000年代後半からは携帯電話事業とデバイス
事業の採算が悪化し、リーマンショックの影響
も重なり、カシオがつくり、育ててきた市場自体
が冷え込むこととなりました。

時計事業や教育関数事業が安定成長を続ける
一方、事業ポートフォリオの抜本的な見直しに
着手。デバイス事業、携帯電話事業、コンシュー
マ向けデジタルカメラ事業を譲渡・撤退し、将
来にわたって新たな価値を創出できる事業へ
と経営資源を集中する方針へと転換しました。

1950年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 2010年代

価値創造の歩み

1957 小型純電気式計算機「14-A」
1962 科学技術用計算機「AL-1」❶

1972 パーソナル電卓
「カシオミニ」❷

1985 グラフ関数電卓　「fx-7000G」
1983 カード型電卓

「SL-800」❹

電卓（計算機）事業

1974 電子式デジタル腕時計
「カシオトロン」

1983耐衝撃腕時計「G-SHOCK」❺ 1999 GPS内蔵アウトドアウオッチ 
「PRT-1GPJ」❼

時計事業

1980 電子楽器
「カシオトーン201」❸

楽器事業

1996「EX-word XD-500」1981電子辞書「TR-2000」電子辞書事業

2000 携帯電話「C303CA」携帯電話事業

2010 水銀フリープロジェクター「XJ-A145」2003 プロジェクター「XJ-350」プロジェクター事業

1990 液晶表示パネルの外販開始デバイス事業

コンシューマ向けデジタルカメラ事業 1995 液晶デジタルカメラ「QV-10」❻

1961 事務作表計算機「TUC」
1984 ハンディターミナル    「DT-6000」

システム事業 1976 電子式金銭登録機「Σ-50ER」 1985 ページプリンタ     「LCS-2400」1989 事務用情報処理装置「ADPS R1」

上記❶～❼の製品は、国立科学博物館の重要科学技術史資料（未来技術遺産）に登録されています。

Data Section「経営基盤」の強化「経営資本」の増強事業を通じた価値創造CASIOの価値創造Introduction
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人々の
心と暮らしが
豊かな社会

Outcome/
Impact

CASIOの価値創造モデル

カシオは、さまざまな財務・非財務資本を駆使し、2024年に制定した「パーパス」「バリューズ」を指針に
組織風土改革を実行。5つの力でイノベーションを創出し、そこから4つの事業分野で生み出される
製品・サービスを通じて暮らしと社会に価値を提供し続けます。

事業活動
Activity

2024年3月31日現在

▶各事業の戦略は、
P.33-P.38へ

人的資本 ▶詳細はP.39へ

● 連結従業員数
9,594名

● 健康経営（ホワイト500）

● 挑戦意欲とチーム力を
発揮できる組織風土

● オンリーワンの価値を追求する
人材

● 個人の想いをもって挑戦する
文化

財務資本 ▶詳細はP.29へ

● 総資産

66.1%

2,312億円

1,447億円

3,499 億円
● 純資産

● 手元流動資金● 自己資本比率

● 安定した財務基盤

知的資本 ▶詳細はP.41へ

● 特許権
現有効件数

11,529 件
の国と地域で192

● 商標権

5,841件現有効件数 

● 独創性あふれる発想と
それを実現する技術力

● 感性価値を生み出す
デザイン力

社会関係資本
● インターブランド
Best Japan 
Brands 2023

● G-SHOCKの
ファン層

位85 8,000約　　　　万台

約　　　　店2,500500万人

● G-SHOCK STORE
店舗数

● 世界中の販売
ネットワークを通じた
年間販売数

● ブランド資産
（グローバルのブランド力と
ロイヤルファン）

● 「GAKUHAN」活動による
教育省・先生との強い関係性と
教育メソッドの確立

自然資本
● 年間エネルギー使用量

463,002GJ 33,009t

万㎥31.2
● 水資源投入量

● 投入資源量 ● 環境配慮型製品の開発

財務・非財務資本
Input

最適な
ソリューションの
提供
● 経営支援システム
● 人事ソリューション
● メディカル

価値を腕に具現化
● G-SHOCK
● BABY-G
● OCEANUS
● PRO TREK
● SHEEN
● EDIFICE
● CASIO WATCH

製品・サービス
Output

「学びの現場」
ソリューション
● ハードウェア

● ソフトウェア

● サービス＆サポート

関数電卓・電子辞書

教育アプリ

「GAKUHAN」

新しい音体験
● 楽器の提供

● アプリ

電子ピアノ、
電子キーボード

音楽系アプリ

資本の強み

製造資本
● 国内外生産関係会社

8 社
● 強固なパートナーシップが構築された
サプライチェーン

● 高度な技術力と生産技術
● スマートファクトリー
● コスト競争力のある
生産体制（少量多品種生産）

EdTech（教育）
事業

サウンド（楽器）
事業

システム・
その他事業

時計事業

Innovation組織風土改革

マーケ
ティング力

ブラン
ディング力

ビジネス
モデル

創造・共創力
製品量産・
供給力

商品企画 ・
開発力

Imagination

Contribution

Collaboration Change

Creativity

バリューズ

驚きを身近にする力で、
ひとりひとりに

今日を超える歓びを。

パーパス

創造 貢献経営理念

15 16カシオ計算機 統合報告書 2024 カシオ計算機 統合報告書 2024

Data Section「経営基盤」の強化「経営資本」の増強事業を通じた価値創造CASIOの価値創造Introduction



人々の
心と暮らしが
豊かな社会

Outcome/
Impact

CASIOの価値創造モデル

カシオは、さまざまな財務・非財務資本を駆使し、2024年に制定した「パーパス」「バリューズ」を指針に
組織風土改革を実行。5つの力でイノベーションを創出し、そこから4つの事業分野で生み出される
製品・サービスを通じて暮らしと社会に価値を提供し続けます。

事業活動
Activity

2024年3月31日現在

▶各事業の戦略は、
P.33-P.38へ

人的資本 ▶詳細はP.39へ

● 連結従業員数
9,594名

● 健康経営（ホワイト500）

● 挑戦意欲とチーム力を
発揮できる組織風土

● オンリーワンの価値を追求する
人材

● 個人の想いをもって挑戦する
文化

財務資本 ▶詳細はP.29へ

● 総資産

66.1%

2,312億円

1,447億円

3,499 億円
● 純資産

● 手元流動資金● 自己資本比率

● 安定した財務基盤

知的資本 ▶詳細はP.41へ

● 特許権
現有効件数

11,529 件
の国と地域で192

● 商標権

5,841件現有効件数 

● 独創性あふれる発想と
それを実現する技術力

● 感性価値を生み出す
デザイン力

社会関係資本
● インターブランド
Best Japan 
Brands 2023

● G-SHOCKの
ファン層

位85 8,000約　　　　万台

約　　　　店2,500500万人

● G-SHOCK STORE
店舗数

● 世界中の販売
ネットワークを通じた
年間販売数

● ブランド資産
（グローバルのブランド力と
ロイヤルファン）

● 「GAKUHAN」活動による
教育省・先生との強い関係性と
教育メソッドの確立

自然資本
● 年間エネルギー使用量

463,002GJ 33,009t

万㎥31.2
● 水資源投入量

● 投入資源量 ● 環境配慮型製品の開発

財務・非財務資本
Input

最適な
ソリューションの
提供
● 経営支援システム
● 人事ソリューション
● メディカル

価値を腕に具現化
● G-SHOCK
● BABY-G
● OCEANUS
● PRO TREK
● SHEEN
● EDIFICE
● CASIO WATCH

製品・サービス
Output

「学びの現場」
ソリューション
● ハードウェア

● ソフトウェア

● サービス＆サポート

関数電卓・電子辞書

教育アプリ

「GAKUHAN」

新しい音体験
● 楽器の提供

● アプリ

電子ピアノ、
電子キーボード

音楽系アプリ

資本の強み

製造資本
● 国内外生産関係会社

8 社
● 強固なパートナーシップが構築された
サプライチェーン

● 高度な技術力と生産技術
● スマートファクトリー
● コスト競争力のある
生産体制（少量多品種生産）

EdTech（教育）
事業

サウンド（楽器）
事業

システム・
その他事業

時計事業

Innovation組織風土改革

マーケ
ティング力

ブラン
ディング力

ビジネス
モデル

創造・共創力
製品量産・
供給力

商品企画 ・
開発力

Imagination

Contribution

Collaboration Change

Creativity

バリューズ

驚きを身近にする力で、
ひとりひとりに

今日を超える歓びを。

パーパス

創造 貢献経営理念
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